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第 1 章 研究の背景と目的 
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1.1 建設業界の現状と BIM への取り組み 
2011 年、建設業界においては、「建設業投資額は 2008 年には約 40 兆円で、
ピーク時の 1990 年の約半分であるのに対して、建設業就労者数は約 500 万人
でピーク時の 75%であるため、労働生産性はこの 18 年間に、0.7 倍に減少して
いる。これに対して、製造業は 1.76 倍、全産業でも 1.4 倍と増加している。そ
のため、国際的にも日本の建設業は労働生産性が低く、その改善は早急の課題
である。」ことが新聞紙上で報道された 1)。これは当時、建設業における生産性
が、製造業の 40%、全産業の 50%にとどまる状況となっていたことへの指摘で
あった。この傾向は、図 1.1 及び図 1.2 によっても確認できる 2)。労働生産性
は、生産量ではなく生産額を基準とするため、建設需要の減少に伴って誘発さ
れた過当競争により建設単価が下落し、この結果として生産額が下落したこと
も要因の一つではあるが、生産性の向上が課題であることは否定されるもので
はない。 
 
図 1.1 建設投資額の推移 2) 
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図 1.2 建設労働者数の推移 2) 
 
1) 日刊建設通信新聞社: 建設通信新聞, 2011.2.14 
2) (財)建設経済研究所: 建設産業活性化会議「建設業就業者数の将来推計」, 2014.1(一部改
変) 
 
2011 年以降、東日本大震災後の復興や国土強靭化、2020 年の東京オリンピ
ック開催等を背景として建設需要が増加傾向に転じつつあり、現在は、建設業
界にも久々の好況感が訪れている。一方、それまでの約 20 年間、建設需要は
減少を続け、業界全体で技術者及び技能者の育成が停滞したため、現在増加し
つつある建設需要に見合う技術者及び技能者の確保が困難な状況となっている。
この傾向は、図 1.3 によっても確認できる 2)。他方、日本の人口は既に減少に
転じ、今後は更に加速化が推測されるため、建設需要の増加も一時的なものに
過ぎないと捉えられている。従って、業界各社は技術者や技能者の大量採用に
は至っていないことが実情である。また、たとえ採用したとしても人材を早期
に育成することは容易ではなく。その結果として、ここでも、限られた人材に
よる効率的な生産、即ち生産性の向上が課題となる。 
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図 1.3 建設労働者の過不足状況 2) 
建設業の生産性を向上させるためには新技術への取り組みが不可欠である。
その一つとして 2009 年頃から注目され始めた BIM 注 1)は、建築物に関するあ
らゆる情報を一元化する仕組みであり、建築生産のあり方を一変する可能性を
備えている。中でも、BIM が持つ可視性は建築工程における合意形成や干渉確
認等を容易にする効果があることが認識され、既に民間のみならず国土交通省
においても実際のプロジェクトで試行される等、急速にその普及が進みつつあ
る 3)4)。 
 
注 1) Building Information Model または Modeling 
3) 藤咲雅巳: いま BIM のメリットが最も発揮できる設備設計, ArchiFuture2011 セミナー, 
2011.10 
4) 日刊建設通信新聞社: セミナー「国交省 BIM のインパクト」, 2013.5 
 
今後、BIM への取り組みは一層拡大するものと推測されるが、BIM への取
り組みは始まったばかりであり、未だ試行錯誤の段階にある。 
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1.2 BIM と IFC 
(1) BIM 
BIM は一般には Building Information Model または Modeling の略称であ
るが、一部には M に Management を含めるべきとの意見もある。また、BIM
に代えて、バーチャルビルディングやプレコンストラクション、デジタルモッ
クアップ、土木分野では CIM、即ち Construction Information Modeling とい
う言葉も使用されている。さらに、我が国で BIM という言葉が広く使用され
始めた 2009 年頃以前には、例えば、建物 3 次元プロセスモデル等という言葉
も使用されていた。いろいろな言葉の違いはあっても、意図するところはほぼ
共通している。 
ASHRAE 注 2)によると、BIM は「施設の物理的、機能的特性のデジタルな
表現であり、施設情報の知識資源として共有され、施設のライフサイクルを通
して、意思決定のための信頼性の基盤を形成するもの」と定義されている 5)。 
 
注 2) American Society of Heating, Refrigerating and Air-Conditioning Engineers (米国暖
房冷凍空調学会) 
5) ASHRAE BIM Steering Committee (BM 運営委員会): An Introduction To Building 
Information Modeling (BIM), 2009.10 
 
より具体的には、BIM は 3 次元形状と属性を表現し、これらの情報は意匠・
構造・設備等の異なる専門分野、及び施工者・発注者・利用者等の異なる立場
において、建物の企画・設計・施工・維持管理に渡る時間的な進行段階での共
通の情報として扱われるものと言える。設計や維持管理などでは 3 次元形状は
必須でない場合もあるが、本研究では 3 次元形状を前提とする。 
さらに、BIM の概念を樹木に模して表現したものを図 1.4 に示す 6)。図にお
いて、意匠・構造・設備等の個々のモデルは根を、これらをまとめた統合 BIM
は幹を、統合 BIM を利用するプレゼンテーションや解析等の各アプリケーシ
ョンは葉を、それぞれ構成している。図によって、統合 BIM を中核とする BIM
の全体像を具体的に理解することが可能である。 
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図 1.4 BIM tree6) 
6) 伊藤久晴: RUG による BIM 実証実験としての BLT, (社)IAI 日本, Build Live Tokyo 2009
作品集, pp.5-6, 2010.2 
 
そもそも、建築物は一品生産・現場生産であるため、製造業のように事前に
何度も試作品を作ることにより製品の精度や生産工程の効率を上げることがで
きなかった。しかし、情報技術の進歩によって、BIM、即ち仮想的な建築物の
試作品の作成が可能になった。BIM により、建築物に関するあらゆる情報が
一元化され、整合性・可視性・利用性等が高まる。BIM を用いて、製造業と同
様に試作を繰り返せば、かつてないほどに製品の精度や生産工程の効率を上げ
ることが期待でき、結果として建築生産(設計・施工)及び維持管理における品
質の向上、工期の短縮、費用の低減等の効果が期待できる。 
例えば、現在、BIM は主に施工段階における干渉確認に利用されている。そ
の理由は、施工前に干渉を発見して対策を講じることにより、手戻り工事を減
らすためである。手戻りがあると、撤去・再施工が必要となるため、部分的に
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は仕事量が本来の 2～3 倍になり、それに要する費用や時間が増加する。手戻
り工事の費用は、複雑な設備工事の場合には、全体の 30%に達するとの報告も
ある 7)。さらに、手戻りにより廃棄物が発生すれば、環境負荷や処理費用も増
加する。設備工事業界全体では、まさに膨大な損失である。 
 
7) 谷内秀敬: 現場で喜ばれる設備 BIM のマネジメント手法, ArchiFuture2014 セミナー, 
2014.10 
 
なお、干渉確認は BIM が登場する以前からも行われ、それには総合図(意匠・
構造・設備が統合された図面)が利用されてきた 8)。総合図は 1990 年頃から普
及し、長年利用されてきたものであるため、総合図でも足りると言えば足りる。
しかし、2 次元の図面である総合図と 3 次元の BIM では、可視性、即ち「見え
る化」の度合いにおいて圧倒的な差がある。例えば、機械室内の空調機器及び
ダクト・配管等の表現において、図 1. 5 及び図 1. 6 のような 2 次元の表示(平
面図と立面図)と図 1.7 のような 3 次元の表示(鳥瞰図)を比較すれば、一目瞭然
である。 
 
8) 岡正樹: 建築設計図の品質向上策と総合図作成実務からみた CAD 活用の可能性, 建設業
情報システム研究会講演予稿集, 第 22 巻, pp.57-73, 1994.2 
 
 
図 1.5 2 次元の表示(平面図) 
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図 1.6 2 次元の表示(立面図) 
 
図 1.7 3 次元の表示(鳥瞰図) 
2 次元の図面は訓練を積んだ技術者や技能者しか理解できないが、3 次元の
BIM は初心者の技術者や技能者はもとより、図面をほとんど見る機会のない発
注側の管理者あるいは利用者にも理解できる。また、図面を十分に理解できる
技術者にとっても、全体的な疎密感の把握、斜材の把握、鉛直方向の確認等に
おいては、3 次元の BIM の方が有利である。そもそも、人は 3 次元空間で生活
しているため、3 次元形状の方が理解し易いのは当然と言える。特に、BIM を
採用するかどうかの決定権は発注者にあるため、理解の容易な 3 次元の BIM
が求められる流れは、前進することはあっても後退することは考えられない。 
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なお、干渉確認は、属性の要否という観点から、BIM ではなく 3 次元 CAD
の活用に過ぎないという意見もある。たしかに、干渉確認自体には部材の 3 次
元形状があれば十分である。しかし、干渉確認を効率的に行うには、条件を設
定したり結果を判定したりする際に、部材を機械的に識別することが必要であ
り、そのためには、例えば、部材の名称あるいは記号といった属性が必要であ
る。そのため、干渉確認は、やはり BIM の活用と考えるのが自然である。そ
の裏付けとして、実際、BIM の用途として、干渉確認には「Coordination 
View(調整用途)」という位置付けが与えられている。 
将来、BIM は干渉確認以外にも、多方面で利用されるようになると考えられ
る。その一つは、例えば、機械化施工への利用である。製造業においては、生
産性の向上を図るため従前よりロボット化が進められてきた。しかし、建設業
では、ロボット化への取り組みはほとんど進んでいない。この理由は、製造ラ
インのように局所での生産が可能な製造業と異なり、建設業は広範囲な施工場
所での生産が要求されるためである。言い換えれば、建設業でロボット化を進
めるためには、人と同程度に移動が可能なロボットが必要となる。そのような
ロボットが実現されるのは遠い将来と思われていたが、2011 年に発生した東日
本大震災による福島原子力発電所の事故対応において、人が立ち入れないよう
な強い放射線の環境下でも作業を行う必要性が生まれたことにより、実現が早
まる可能性がでてきた。そのようなロボットと BIM データが連携すれば、生
産性の革新的な向上が期待できる。建築ほど精度が求められない土木分野では、
既に CIM データを用いて自律型重機を制御し、整地作業の無人化が試行され
ている 9)。この自律型重機の開発が 1991 年に発生した雲仙普賢岳の噴火によ
る復旧を契機として進んだことも併せて考えれば、そう遠くない将来に、建築
でも実現すると考えるのは、それほど突飛ではない。 
 
9) 森川 博邦: 建設ロボット技術に関する国土交通省における取り組み, 建設マネジメ
ント技術,  pp.12-17, 2013.6 
 
他には、例えば、維持管理への利用である。BIM と維持管理ソフトを連携す
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ることにより、建築物の竣工時に、BIM に入力された建築及び設備部材の情報
を、維持管理ソフトに流用することができる。建築物は多くの建築及び設備部
材から構成されるため、情報を流用できれば、入力の手間や間違いを大きく減
らすことができる。ただし、生産段階で入力される情報は、あくまでも生産に
必要な情報であり、維持管理段階で必要な情報とは必ずしも一致しない。その
ため、情報の効率的な利用のためには、生産と維持管理の情報の差異、差異を
埋めるための負荷、負荷をまかなうための費用等を明確にする必要がある。維
持管理ソフト以外の、例えば、自動制御システム(BAS: Building Automation 
System)やエネルギ管理システム(BEMS: Building Energy Management 
System)等を連携する場合も、同様の効果と課題がある。また、竣工時に BIM
の情報を流用するだけではなく、維持管理時にこれらのソフトが生成する情報
の一部または全部を BIM に保管することも考えられる。情報に関連性があれ
ば、BIM を介して個々のソフトが相互に連携できるため、発展性が生じる。な
お、維持管理時に生じる建築及び設備部材の変更は、BIM に逐次反映されるこ
とが望まれる。これにより、建築物の最新の情報が把握でき、例えば、将来の
改修時に、多大な人手を要する現状調査を大幅に簡素化できる。 
他には、例えば、設計への利用である。3 次元形状の表現は、客先へのプレ
ゼンテーションに効果的である。しかし、設計で入力される 3 次元形状は十分
な精度を持たないため、後工程である施工段階への効果は限定的である。むし
ろ、設備設計においては、システムの表現が重要である。システムを表現する
場合、3 次元形状や位置にはあまり意味がない。意味があるのは、設計の条件
である自然環境や法律・基準、設計の結果である設備要素の仕様や要素間の接
続関係である。これらは属性として表現される。システムが表現されることに
より、機器配置や経路配置につながり、さらには品質・環境・費用・工期等の
精度の高いシミュレーションにつながる。結果として、設計に起因する手戻り
が減る。 
 
(2) IFC 
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このような BIM の機能を構築するためには、建築物のモデルをオブジェク
ト(要素)レベルで定義する仕様(構造及びデータ形式)が必要である。 
その仕様は、標準的なものであることが望ましい。その理由は、BIM におい
ては多くのソフトによりデータの交換・共有が行われるが、各ソフトはその仕
様のみを実装するだけでデータの交換・共有を行えるためである。また、その
仕様は特定のソフトベンダーに依存しないものが望ましい。その理由は、特定
のソフトベンダーの意思による改変や情報提供の制約がなされないためである。
また、例えば、竣工から数年以上が経過した後にデータが必要になった際に、
ソフトベンダーが当該仕様のデータをサポートしているかどうかも不透明であ
るためである。 
そのような BIM における標準仕様の一つとして、IFC 注 3)の利用が進みつつ
ある。 
 
注 3) Industry Foundation Classes 
 
IFC は IAI 注 4)によって策定され、ISO10303s 注 5)通称 STEP 注 6)に準拠し、
2005 年には ISO/PAS 注 7）-16739 の認証を取得し、海外を中心に多くの国、組
織、プロジェクトで採用されてきた 10)。そして、2013 年 3 月に正式に ISO/IS
注 8）16739 として国際標準化され、BIM における標準形式としての地位をより
強化した。これにより、今後 IFC は BIM における標準形式として今まで以上
に利用されることが予想される。 
 
注 4) International Alliance for Interoperability, 現 buildingSMART International 
注 5) Industrial automation systems and integration Product data representation and 
exchange (産業用オートメーションシステム及びその結合－製品データの表現及び交換)、-s
は series、即ち複数の規格群であることを示す。 
注 6) Standard for Exchange of Product Model Data 
注 7) Publicly Available Specification 
10) 足達嘉信: 各国の BIM 事例・BIM ガイドラインと BIM 活用実態調査レポートから学ぶ
BIM 最新活用事情, (社)IAI 日本, 2011 年度セミナー, 2011.6 
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注 8) International Standard 
 
実質的にも、IFC は既にアメリカ、デンマーク、フィンランド、ノルウェー
等で公共建築工事の発注において採用され、国内でも国土交通省が 2014 年 3
月に公開した「官庁営繕事業における BIM モデルの作成及び利用に関するガ
イドライン(略称 BIM ガイドライン)」で採用されるに至っている 11)。 
 
11) 足達嘉信, BIMを実現する標準データモデル IFC及びその国際的な活用動向, (財)建築コ
スト管理システム研究所, 建築コスト研究, 17(2), pp..5-17, 2009.4 
 
BIM における仕様として DXF 注 9)・DWG 注 10)・RFA 注 11)等も有力であるが、
これらは特定のソフトベンダーに依存していることから、本研究では IFC を選
択した。 
 
注 9) Drawing eXchange Format, Autodesk 社が定義するテキスト形式のデータ形式 
注 10) DraWinG Format, Autodesk 社が定義するバイナリ形式のデータ形式 
注 11) Revit Family file, Autodesk 社が定義するバイナリ形式のデータ形式 
 
なお、IFC の定義の詳細は、第 2 章で述べる。 
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1.3 BIM の課題 
BIM には大きな期待が持たれているが、BIM への取り組みは始まったばか
りであるため、課題も多い。そこで筆者らは、空気調和(以降、空調)・給排水
衛生(以降、衛生)設備業界における BIM の課題を聞き取りにより調査した。こ
れを下記に示す 12)。 
 
12) 三木秀樹, 川合潔, 中野孝之, 吉田広章, 渡邉秀夫ほか: 設備技術者のための BIM
ガイド, NPO 設備システム研究会, 2014.6 
 
(1) 全般 
 BIM に対する基礎的な理解が関係者に足りない場合がある。 
 BIM 自体が成果品として認められていないため、BIM の構築に要する費
用を負担するルールが明確でない。 
 BIM に何をどこまで作り込むかの基準がない。 
 部材の 3 次元形状と属性情報が十分に整備されていないため、これらの入
力作業から始める必要がある。 
 入力作業に、より多くの費用や時間がかかる。また、その見積りが難しい。 
 入力作業をできる人が限られる。 
 設計者が必ずしも入力者ではないため、設計変更がすぐにデータに反映さ
れない。 
 入力作業には欠落、重複、誤認等が起こる。また、個人の技量の差によっ
て出来栄えに差が生じる。その結果、データを利用する際には確認が必要
になる。 
 属性については目視確認が難しい。 
 ソフトごとにデータの出し方・読み方が多様なため、それを交換すること
が難しい。 
 データ交換の標準を作るには労力と時間がかかる。また、作業が地味であ
るため、協力者が集まりにくい。 
 通り芯が出力されない場合がある。 
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 重ね合わせの際に原点がずれることがある。 
 階の概念が従来と異なり、床・柱・梁・壁等が想定通り含まれない場合が
ある。 
 BIM のデータ量が過大になり易く、扱いが難しい。高性能なハードが必要
になることが多い。 
 注記や寸法の文字が受け渡せないため、梁背や天井高が分からない。その
ため、2 次元の図面を別途作成し、それを都度シンクロ(同期)させる必要が
ある。 
 BIM のデータはそのままでは作業指示に使えない。別途、図面が必要にな
る。 
 BIM のデータから図面を生成する技術が確立されていない。 
 
(2) 空調・衛生設備関連 
 設備に必要のない建築のデータ(例えば、植栽、什器、鉄骨のボルトナット
等)が過大に含まれる場合、読み込めないことがある。 
 設備に必要のない建築のデータを設備側では削除できない。 
 建築側にいわゆる「見上げ(基準とする水平面より上部側を見ること))」「見
下げ(同じく下部側を見ること)」の概念がなく、適切なデータを得られな
い。 
 設備に必要なデータが含まれない。あるいは含まれていても、意味や精度
が異なるためそのまま利用できない。 
 建築データの中の特殊な形状、複雑な形状は読めないことがある。 
 建築データの差し替えが簡単にできない。 
 3 次元で勾配管を正しく描くことが難しい。 
 見栄えが以前よりも問題にされる。 
BIMにおけるこれらの課題を放置すれば、BIMへの取り組みに混乱が生じ、
本来、生産性の向上を期待される BIM において逆に無駄な作業が多発する可
能性が極めて高くなる。そうなれば、反動で BIM 否定論が増え、結果として
19 
 
建設業界の生産性の向上が大幅に立ち遅れることが懸念される。実際、新聞や
セミナー等では成功した事例が多く発表されているが、実務では途中で失敗す
る事例は極めて多いとされる。このような事象は 1995 年頃から空調・衛生設
備業界で行われた CAD 注 12)の導入時にも経験されたことである。そのため、
BIM の本格的な普及を前に、これらの課題に対する解決手法を構築することが
急務であると考える。 
 
注 12) Computer Aided Design または Drafting 
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1.4 研究目的と研究内容 
1.3 に示した課題は、技術的に解決できないものと、技術的に解決できるも
のに大別されるが、前者については、情報の提供や運用基準の整備、教育等に
よる対応を図り、後者については、技術的な対応を図るべきと考えられる。本
研究では、このうちの技術的に解決できる課題への対応について述べる。 
技術的に解決できる課題の中で、特に重要度の高いものとして、BIM の構築
における入力に関わるものが挙げられる。これは、BIM に限らず、コンピュー
タ利用全般における課題でもあるが、BIM においては、特に重要度が高い。そ
の理由は、BIM には、Front Loading(前倒し)、即ち図 1.8 に示すように、仕
事を前工程と後工程に分けた場合、前工程の仕事量を多少増やしても後工程の
仕事量をそれ以上に減らすことにより、全体としての仕事量を減らす、という
考え方があり、これが、BIM が成立するための条件とされているためである。
前工程で BIM を構築し、後工程で BIM を利用すると考えれば、入力を早く正
確に行うことの重要度が理解される。 
 
図 1.8 フロントローディング 
また、図 1.4 には含まれていないが、BIM を積算に利用することも考えられ
る。実際に、CAD の導入時には、積算への利用が検討されていた。積算に必要
な部材の数量や仕様を人が図面から取得するのは煩雑であり、また、間違うお
それもあるため、できれば BIM から直接取得できることが望ましい。しかし、
現在は、積算のためだけに BIM を構築するのは一般的でない。その理由は、
BIM を構築するために増える労力よりも、積算で減らすことができる労力が十
分に大きいとはみられないためである。もし、積算後に受注できれば、BIM は
施工にも利用できるため、全体として労力を減らすことは難しくはないとみら
れる。しかし、失注すれば、労力が無駄になってしまうおそれが極めて強い。
前工程 後工程 前工程 後工程 
全体工程 全体工程(全体として減) 
増 減 
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そのため、積算への利用を考えれば、BIM の構築に必要な労力を極力減らすこ
とが重要になる。 
入力に関わる課題を解決する一つの方法として、特に費用については、先進
国である日本に比べて人件費が安価な新興国や中進国で作業を行うことが考え
られる。実際、中国やベトナム、フィリピン等でこうした作業が行われている。
しかし、これらの国々の人件費が上昇すれば、この方法は成り立たなくなる。
また、この方法は日本国内では競争力になりうるが、国際的には競争力になら
ない。 
より持続的で、かつ国際的にも競争力になりうる方法の実現が期待される。
その一つとして、入力における自動化、即ちソフトによる支援を進めることが
考えられる。これが実現すれば、BIM の普及が早まり、また、利用範囲も大き
く広がる。そのために、本研究では、下の二点を明らかにした上で、具体的な
自動化の手法を提案することを目的とする。 
1) モデルの定義方法 
2) 定義方法に基づくモデルの作成方法 
なお、本研究の対象は建築設備のうち、電気設備を除く、空調・衛生設備と
する。電気設備は含まれないが、空調・衛生設備における検討は、機器を経路
で結ぶ類似性を持つ電気設備にも応用できる。 
また、BIM のモデルを表現する定義として、IFC を利用する。なお、原則と
して、IFC の版は 2x3(ツーエックススリー、正式には 2x Edition 3)とする。
2014 年 11 月現在の IFC の最新版は 2x3 の次版である 4 であるが、公開から
日が浅いため広く普及するには至っておらず、現状では 2x3 が広く使用されて
いる。 
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1.5 本論文の構成 
本論文は 6 章から構成されている。以下に各章の概要を示す。 
第 1 章では、研究の背景として、建設業界の生産性向上の視点から、BIM の
導入の必要性と解決すべき課題、並びに研究の目的として、課題の解決手法を
あげると共に、本論文の構成を示した。 
第 2 章では、モデルの定義方法を明らかにするために、ダクト部材を例とし
て、IFC の構造やデータ形式を調査すると共に課題を明らかにし、IFC による
形状や属性データの作成方法を明確化した。また、作成されたデータからの属
性の取得方法や、一つのクラス(物体の表現方法の仕様)から派生して作成され
るクラスの全体像の把握方法を示した。 
第 3 章では、モデルの作成方法を明らかにするために、制気口(空気の吹出口
や吸込口の総称)を例として、データ形式、データ量、形状の詳細度、形状の表
現方法、属性項目等の仕様を検討・決定する手順を、課題を明らかにすると共
に示し、さらに、決定された仕様をもとに、データを容易かつ正確に作成する
ため手法を開発した。また、面数と属性数からデータ量を推定する手法を示し
た。 
第 4 章では、第 2 章及び第 3 章の応用例として、空調・衛生設備におけるシ
ミュレーションを想定した際の課題を明らかにし、基本設計段階におけるコミ
ュニケーションツールとしての、シミュレーションに必要な形状及び属性を持
つ簡易建築モデル作成手法を開発した。 
第 5 章では、同じく応用例として、設備モデルの作成を劇的に省力化しうる
自動経路配置手法に注目し、課題を明らかにすると共に、空調・衛生配管の自
動経路配置手法及び建築モデルからの計算条件の取得手法を開発した。 
第 6 章では、研究結果を総括し、目的の達成度及び他の課題への波及を確認
し、さらに今後の発展性を展望した。 
本論文構成の関連を表 1.1 に示す。 
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表 1.1 各章の関連 
 背景と目的 モデルの定義
方法の明確化 
モデルの作成
方法の明確化 
具体的な自動
化手法の提案 
総括 
第 1章 ○     
第 2 章  ○    
第 3 章   ○ ○  
第 4 章    ○  
第 5 章    ○  
第 6 章     ○ 
また、第 2 章から第 5 章で対象として取り上げた部材を表 1.2 に示す。 
表 1.2 各章で対象とした部材 
 建築設備部材 建築部材 
経路部材 機器部材 
ダクト部材 配管部材 
第 2章 ○    
第 3 章   ○  
第 4 章    ○ 
第 5 章  ○  ○ 
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第 2 章 空調・衛生設備部材の IFC による表現の明確化 
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2.1 はじめに 
BIM の機能を構築するために、建築物のモデルをオブジェクトレベルで定義
する仕様である Industry Foundation Classes、即ち IFC の利用が進みつつあ
り、各種のモデリングや解析ソフトにおける IFC の実装も増えつつある。 
しかし、BIM と同様に IFC も発展途上段階にあり、実用化に向けて種々の
開発が続いている状況である。例えば、建築設備分野における種々の要素の表
現手法は明確にされたとは言えず、開発の制約となっている。 
IFC に代わる定義として、例えば、国内では C-CADEC 注 1)により、1999 年
に建築設備の経路部材(ダクトや配管等)に対する BE-Bridge 注 2)及び機器部材
に対する Stem 注 3)が整備され、以降、更新されながら、建築設備分野で利用さ
れている。しかし、これらは建築全般を対象とするものではないため、BIM で
の利用は限定的にならざるを得ない。 
 
注 1) ‘Construction - CAD and Electronic Commerce’ Council, (財)建設業振興基金 設計製
造情報化評議会 
注 2) Building Equipment - Brief Integrated Format for Data Exchange, 設備CADデータ
交換仕様 
注 3) Standard for Exchange of Mechanical equipment library data, 設備機器ライブラリ
データ交換仕様 
 
また、国土交通省及び同省から委託を受けた SCADEC 注 4)及び JACIS 注 5)に
より、2001 年に図面の電子納品の基準として SXF 注 6)が整備され、主として土
木分野において利用されている。しかし、SXF は未だに 3 次元形状を扱うこと
ができないため、BIM での利用は難しい。また、同省が 2014 年に公開した「官
庁営繕事業における BIM モデルの作成及び利用に関するガイドライン」には
盛り込まれていない。 
 
注 4) Standard CAD data Exchange format in japanese Construction field, CAD データ交
換標準開発コンソーシアム 
注 5) Japan Construction Information Center, (財)日本建設情報総合センター 
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注 6) Scadec eXchange Format 
 
そこで筆者らは、IFC を用いて建築設備要素を表現する手法を明確化した 1)。
本章ではその結果を述べる。 
 
1) 三木秀樹, 一ノ瀬雅之, 須永修通, 中野民雄, 市川憲良: 空調・衛生設備部材の IFC によ
る表現手法の明確化, 日本建築学会技術報告集, 第 20 巻, 第 44 号, pp.375-380,2014.2 
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2.2 建築設備分野における既往の研究 
1996 年に IAI の日本支部が設立され、現在まで IFC の普及を目指す活動
が続けられてきた。この活動の一環として、1999 年に設備・FM 分科会が、
建物モデルと空調熱負荷計算、及び機器選定計算の連携を試行した 2)。また、
2007 年には研究助成を受けて、許が建物モデルと空調熱負荷計算、CO2 計算、
及びリサイクル性評価といった環境設計アプリケーションとの連携を試行した
3)。一方、2009 年から、空気調和・衛生工学会の BIM・CFD 注 7)パーツ化小委
員会が、建物モデルと空調熱負荷計算、さらに気流計算(CFD)との連携を試行
している 4)。 
 
2) 今野一富ほか: 建物モデルと熱負荷計算の連携, (社)IAI 日本, セミナー, 1999 
3) 許雷: 国際仕様 IFC による建築デジタル環境設計ツールの開発に関する研究, (社)IAI 日
本, 2007 
4) 河野良坪, 石崎陽児, 一ノ瀬雅之ほか: 建築環境 CAE ツールにおける BIM 連携化と
CFD パーツ化に関する研究, (社)空気調和・衛生工学会, 論文集 No.174, pp.15-21, 2010.9 
注 7) Computational Fluid Dynamics, 数値流体力学 
 
これらの研究では、IFC で構築された建物モデルから、空調熱負荷計算等に
必要な情報、例えば、壁や窓の面積や方位等が取得され、再入力の削減・正確
さの向上が示されていた。また、IFC を扱うために、ミドルウェアである IFCsvr 
コンポーネント(以降、IFCsvr)5)が利用されたことが示されていた。しかし、こ
れらの研究は建物モデルと空調熱負荷計算や気流計算等の連携による効果の検
証に重点をおいたものであり、IFC を用いて建築設備要素を表現するための手
法は、モデルの構築方法や IFCsvr を利用した実装方法を含め明確にされてい
ない。 
 
5) 足達嘉信: SECOM, IFCsvr, http://groups.yahoo.co.jp/group/ifcsvr-forum/ 
 
また、米国ローレンスバークレー研究所は、代表的な空調熱負荷計算ソフト
の一つである EnergyPlus と IFC の連携について検討すると共に、建築環境・
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設備に関わる中間データフォーマットである SimModel を提案しているが、上
記と同様に建築設備要素の表現については明確にされていない 6)7)。 
 
6) Vladimir Bazjanac, Tobias Maile: IFC HVAC INTERFACE TO ENERGYPLUS – A 
CASE OF EXPANDED INTEROPERABILITY FOR ENERGY SIMULATION, 
SimBuild 2004, IBPSA-USA National Conference Boulder, CO, August 4-6, 2004 
7) James O'Donnell, Richard See, Cody Rose, Tobias Maile, Vladimir Bazjanac and Phil 
Haves: SIMMODEL: A DOMAIN DATA MODEL FOR WHOLE BUILDING ENERGY 
SIMULATION, proceedings of Building Simulation2011, pp.382-389 
 
以上のように、IFC を用いて建築設備要素を表現するための手法は明確にさ
れていない。 
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2.3 目的及び方針 
BIM により建設業における生産性の向上が図られるとしても、その基盤とな
る IFC による表現方法が明確にされなければ、BIM の実現は困難である。そ
のため、本章では、IFC を用いて建築設備要素をモデルとして表現する手法を
明確化することを目的とし、下記を方針とした。 
 建築設備要素を具体的に想定し、モデルに必要な情報を特定する。 
 IFC を用いて形状と属性を表現する。 
また、対象とする建築設備要素は、主要なダクト部材(直管、継手、ダンパー)
及び配管部材(直管、継手、バルブ)とした。その理由は、ダクト部材及び配管
部材は、空調・衛生設備において、最も一般的に使用される要素であるためで
ある。 
ダクトには断面が矩形の角ダクトと円形の丸ダクトがあり、それぞれに部材
がある。なお、以下においては、便宜上、角ダクト直管を例として説明する。 
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2.4 建築設備要素の表現手法に関する課題及び実装 
2.4.1 モデルに必要な要件 
角ダクト直管を図 2.1 に示す 8)。 
 
図 2.1 角ダクト直管の例 8) 
8) 進栄創業製作所: 製品カタログ 
 
角ダクト直管をモデルとして表現するにあたり、まず、その用途を想定した。
その理由は、同じ部材であっても、用途が変わればモデルに要求される情報が
変わるためである。ここでは、用途として、施工段階における設備要素と建築
要素あるいは設備要素同士の干渉確認を想定した。干渉確認は、BIM の利用と
して最も一般的なものの一つである。 
用途として干渉確認を想定することにより、次に角ダクト直管のモデルに要
求される形状や属性を下記のような手順で考えた。 
まず、形状については、干渉確認の精度に応じた、実体に近い外形形状が必
要と考えた。実体と同じであっても良いが、必ずしも必要ではない。これは、
2 次元での干渉確認に使用されている施工図に示される角ダクト直管の絵姿を
見れば理解される。角ダクト直管の絵姿を図 2.2 に示す。 
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図 2.2 施工図における角ダクト直管の表現 
角ダクト直管の実物と施工図の表現には、例えば、表 2.1 に示すような差異
がある。 
表 2.1 角ダクト直管の実物と施工図の表現の差異 
区分 実物 施工図の表現 
構成要素 板材・フランジ・リベット・ボ
ルト・クリップ・ガスケット等 
板材とフランジ 
長さ フランジ面間距離－ガスケッ
ト厚さ 
フランジ面間距離 
フランジ接続面 個々に独立 一体化(単線) 
本モデルの形状は施工図に準じることとし、位置については、形状と同じく、
干渉確認の精度に応じた、実体に近い位置が必要と考えた。 
次に、属性については、干渉した角ダクト直管を識別するために、部材名称
あるいは部材コード等が必要と考えた。また、識別には給気や排気といった区
別あるいは呼び寸法(実際の寸法の端数をまるめて標準化した寸法)等も一般的
に使用されるため、併せて必要と考えた。さらに、干渉した角ダクト直管を調
整する際には寸法を変更する場合があるため、計算の根拠となる風量も必要と
考えた。 
なお、ここでは一つの用途を想定したが、実際には、一つの用途のためだけ
にモデルを作成するのは効率的ではないと考えられる。干渉確認のために作成
したモデルは、その用途が終わった時に、新たな要求事項を追加することによ
り、後工程の他の用途に転用することが期待される。新たな要求事項は、後工
程が積算や発注であれば、ダクト材質や厚み、フランジ形式、断熱の有無、施
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工場所等、また、加工であれば、同じくフランジ形式、ガスケット厚さ等、維
持管理であれば、完成時期や耐用年数等が考えられる。 
 
2.4.2 IFC による実装 
(1) IFC の概要 
角ダクト直管のモデルを IFC により表現する準備として、まず、IFC の概要
を整理しておく。IFC では、建築物を構成するオブジェクト、即ち要素として、
例えば、案件・敷地・建物・階・空間・建築部材・機器部材・立体・面・線・
点・ベクトル・数値・文字・単位・プロパティセット・関連付け等が、クラス
注 8)として定義され、また、その類似性をもとに階層化されている。クラスの数
は 650 を超える。クラスにはアトリビュート(属性)が定義され、上位のクラス
のアトリビュートは下位のクラスに継承される。 
 
注 8) 実在する物体等についてのシステム的な表現方法の仕様。 
 
これらは IFC の仕様書に記載され、公開されている 9)。しかし、仕様書だけ
で全体を概観することは難しく、また、これに代わる資料も少ないため、IFC
を用いて開発を行う際の障害となっている。 
 
9) Building Smart: IFC2x Edition 3,  
http://iaiweb.lbl.gov/Resources/IFC_Releases/R2x3_final/ 
 
そのため、IFC のクラスとアトリビュートを概観するために、仕様書をもと
に、角ダクト直管とその周辺のクラスとアトリビュートを拾い出したものを表
2.2 に示す。表において、全体を概観することができる。 
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表 2.2 IFC のクラスとアトリビュートの概要 
クラス及びアトリビュート 
 (注:クラス / アトリビュート、*は抽象クラスなど、-は省略) 
備考 
IfcRoot* / GlobalID, OwnerHistrey, Name, Description 
├IfcObjectDefinition* 
│├IfcObject* / ObjectType 
││├IfcProject* / -, -, -, - 
││├IfcProduct / ObjectPlacement, Representation 
│││├IfcSpatialStructureElement* / -, - 
││││├IfcSite / -, -, -, -, - 
││││├IfcBuilding / -, -, - 
││││├IfcBuildingStorey / - 
││││└IfcSpace / -, - 
│││├IfcElement* / Tag 
││││├IfcFeatureElement* 
│││││├IfcFeatureElementSubtraction 
││││││├IfcOpeningElement 
│││││：： 
││││├IfcBuildingElement* 
│││││├IfcColumn 
│││││├IfcBeam 
│││││├IfcSlab / - 
│││││├IfcWall 
│││││├IfcWindow / -, - 
│││││├IfcPlate 
│││││： 
││││├IfcDistributionElement 
│││││├IfcDistributionFlowElement 
││││││├IfcFlowTerminal 
││││││├IfcFlowSegment 
││││││├IfcFlowFitting 
││││││├IfcFlowController 
││││││├IfcFlowMovingDevice 
││：：：：： 
│└IfcTypeObject / -, - 
│ └IfcTypeProduct / -, - 
├IfcPropertyDefinition* 
│├IfcPropertySetDefinition* 
││├IfcPropertySet /HasProperties 
│：： 
└IfcRelationship* 
├IfcRelDefines* / RelatedObjects 
│├IfcRelDefinesByType / RelatingType  
│└IfcRelDefinesByProperties / RelatingPropertyDefinition 
│ ： 
├IfcRelConnects* 
│├IfcRelVoidsElement / RelatingBuildingElement, RelatedOpeningElement 
│├IfcRelFillsElement / RelatingOpeningElement, RelatedBuildingElement 
： ： 
 
 
 
案件 
生産物 
空間構成要素 
敷地 
建物 
階 
空間 
要素 
機能要素 
 
開口 
 
建築要素 
柱 
梁 
床 
壁 
窓 
庇等 
 
分配要素 
流体分配要素 
端末(下図①) 
直管(下図②) 
継手(下図③) 
ダンパー・バルブ等(下図④) 
ファン・ポンプ等(下図⑤) 
 
区分 
 
プロパティ定義 
プロパティセット定義 
プロパティセット 
 
 
関連 
関連付け 
区分の関連付け 
プロパティの関連付け 
 
接続 
開口(空) 
開口(充) 
参考図 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
⑤ ④ ③ 
② ① 
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表において、第 1 行にある IfcRoot が最上位のクラスである。IfcRoot には
IfcObjectDefinition、IfcPropertyDefinition、IfcRelationship の下位クラスが
あり、さらにそれぞれに下位クラスがある。なお、クラスが「抽象クラス」や
「選択クラス」(複数の類似のクラスをまとめるためのクラス)のように、それ
自体は実際には使用されない場合は、適切な下位クラスが使用される。 
角ダクト直管が該当するクラスは IfcFlowSegment である。なお、
IfcFlowSegmet は流体を通す管路を表現するため、丸ダクト直管や配管の直管、
電気の配線も含む。IfcFlowSegmet の仕様書の定義(抜粋)を表 2.3 に示す。 
表 2.3 IfcFlowSegment の定義 
定義 備考 
ENTITY IfcFlowSegment;   
ENTITY IfcRoot;   
GlobalId : IfcGloballyUniqueId;   
OwnerHistory : IfcOwnerHistory;   
Name : OPTIONAL IfcLabel;   
Description : OPTIONAL IfcText;   
ENTITY IfcObjectDefinition;   
ENTITY IfcObject;   
 ObjectType : OPTIONAL IfcLabel;   
ENTITY IfcProduct;   
 ObjectPlacement : OPTIONAL IfcObjectPlacement;   
Representation : OPTIONAL IfcProductRepresentation;   
ENTITY IfcElement;   
 Tag : OPTIONAL IfcIdentifier;   
ENTITY IfcDistributionElement;   
ENTITY IfcDistributionFlowElement;   
ENTITY IfcFlowSegment;   
END_ENTITY;   
 
上位クラス及びアトリビュート 
 〃 
 〃 
 〃 
 〃 
 〃 
 〃 
 〃 
 〃 
 〃 
 〃 
 〃 
 〃 
 〃 
 〃 
 
表において、IfcFlowSegment の上位クラス及びそのアトリビュートが分か
る。 
 
(2) インスタンスの生成とアトリビュートの設定 
クラスのインスタンス(クラスを型板とすると、型板を使って作られる実体)
は前述の IFCsvr を用いて生成できる。 
IfcFlowSegment のインスタンスを生成するために作成したコード(要部の
み)を表 2.4に示す。なお、コードはマイクロソフト社の表計算ソフトExcel2010
上で実行できる VBA 注 9)により記述している。 
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注 9) Visual Basic for Application 
 
表 2.4 IfcFlowSegment を作るコード例 
行 コード 
1 
2 
3 
4 
5 
str_file = "C:\sample.ifc" '適当なパス名及びファイル名 
Set obj_IFCsvr = CreateObject("IFCsvr.R300") 
Set obj_design = obj_IFCsvr.NewDesign(str_file)  
Set obj_entity = obj_design.Add("IfcFlowSegment")  
obj_design.Save()  
表において、第 2 行は IFCsvr を使用できるように設定するもので、以降は
IFCsvr の機能を用いることにより、第 3 行は IFC データを生成するもの、第
4 行はデータに IfcFlowSegment のインスタンスを追加するもの、第 5 行はデ
ータをファイルに保存するものである。IFCsvr を用いれば、簡易なコードで
IFC を扱えることが理解される。 
このコードを実行することにより、IFC 形式のファイルが生成される。結果
を表 2.5 に示す。 
表 2.5 IFC ファイルの例 
データ 備考 
ISO-10303-21; 
HEADER; 
/* Generated by software containing ST-Developer 
 * from STEP Tools, Inc. (www.steptools.com)  
 */ 
FILE_DESCRIPTION( 
/* description */ (''), 
/* implementation_level */ '2;1'); 
FILE_NAME( 
/* name */ 'BS_20130823', 
/* time_stamp */ '2014-11-06T09:29:40+09:00', 
/* author */ (''), 
/* organization */ (''), 
/* preprocessor_version */ 'ST-DEVELOPER v10', 
/* originating_system */ '', 
/* authorisation */ ''); 
FILE_SCHEMA (('IFC2X3')); 
ENDSEC; 
DATA; 
#10=IFCFLOWSEGMENT($,$,$,$,$,$,$,$); 
ENDSEC; 
END-ISO-10303-21; 
 
HEADER セクション開始 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
HEADER セクション終了 
DATA セクション開始 
 
DATA セクション終了 
 
IFC を用いて開発する際は、ファイルの内容をエディター等で直接確認する
必要があるため、参考としてその内容を示す。 
表において、ファイルの表現形式は ISO10303s 中の Part21 で規定されるも
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ので、「;」はデータの区切りを、また、「/*」と「*/」はコメントの開始と終了
を表す。なお、改行には意味がない。 
全体は「ISO-10303-21;」で始まり「END-ISO-10303-21;」で終わる。この
中に「HEADER;」で始まり「ENDSEC;」で終わる HEADER セクションと、
「DATA;」で始まり「ENDSEC;」で終わる DATA セクションが含まれる。 
HEADER セクションには「FILE_DESCRIPTION」、「FILE_NAME」及び
「FILE_SCHEMA」のデータが記述され、DATA セクションには個々のオブ
ジェクトのデータ (エンティティインスタンス) が記述される。両セクション
のデータ表現には線形リスト注 10)が使用されている。 
 
注 10) ( )で囲んだ CSV 形式において個々の要素に、( )で囲んだ CSV 形式を入れ子にでき
るもの。 
 
DATA セクションには IfcFlowSegment のデータが記述されている。「=」の
左辺は「#」と数字から成る識別子であり、他のオブジェクトからの参照に使
用される。右辺は通常はエンティティ名で始まり、続いてアトリビュートが記
述される。IfcFlowSegment は 8 個のアトリビュートを持つことが分かる。属
性中の「$」は未設定であることを示している。この例では、エンティティが
一つであるため一つのデータしか含まれないが、エンティティが多数の場合に
は多数のデータが含まれる。 
また、このコードを実行することにより、IfcFlowSegment のインスタンス
が含まれたデータが生成されるが、このデータにはあまり利用価値がない。そ
の理由は、表 2.2、2.3 に示すように IfcFlowSegment は、IfcRoot から継承す
る GlobalId、OwnerHistory、Name、Description、IfcObject から継承する
ObjectType、IfcProduct から継承する ObjectPlacement、Representation 及
び IfcElement から継承する Tag の 8 個のアトリビュートを持つが、この段階
ではこれらのアトリビュートが具体的に設定されていないためである。利用価
値のあるデータを生成するには、アトリビュートを設定する必要がある。 
アトリビュートには必須のものと任意のものがあり、必須のものは当然とし
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て、任意のものでも利用上必要なものは設定する。IfcFlowSegment の場合、
GlobalId と OwnerHistory は必須であり、他は任意である。任意であるもの
のうち、ObjectPlacement と Representation は位置や形状を表すために必要
である。実際、これらが設定されていないデータを、DDS IFC Viewer 注 11)の
ようなビューワで表示するとエラーになることを確認した。なお、
ObjectPlacement と Representation が必須とされていないのは、位置や形状
が必ずしも必要とされない、設計や維持管理での利用に配慮されているためで
ある。 
 
注 11) Data Design System (現 Nemetschek), DDS Viewer for IFC Version 6.34 
 
アトリビュートの値は、単数あるいは複数の数値あるいは文字及び他のイン
スタンスへの参照である。例えば、IfcFlowSegment の必須のアトリビュート
の内、GlobalId は文字であり、OwnerHistory はインスタンスへの参照である。 
生成したインスタンスにアトリビュートを設定するために作成したコード
(要部のみ)を表 2.6 に示す。 
表 2.6 アトリビュートを設定するコード例 
行 コード 
1 
2 
3 
4 
5 
6 
7 
ファイル名 Set obj_entity = obj_design.Add("IfcFlowSegment") 
With obj_entity 
‘↓数値あるいは文字の場合 
.Attributes.Item(属性名).Value = 数値または文字 
‘↓インスタンスへの参照の場合 
.Attributes.Item(属性名).Value = objDesign.Add(クラス名) 
End With 
表において、第 4 行が数値または文字の場合、第 6 行がインスタンスへの参
照の場合である。 
 
(3) アトリビュートに関連するインスタンスの生成 
必要なアトリビュートが他のインスタンスへの参照であれば、そのインスタ
ンスも生成する必要がある。そのインスタンスも必要なアトリビュートを持ち、
それが他のインスタンスへの参照であれば、さらに生成を繰り返す。この結果、
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多くのインスタンスが生成されるであろうことが推測される。 
そこで、IfcFlowSegment のアトリビュートに関連して生成すべきインスタ
ンスの全体像を把握するため、仕様書をもとに、最小限のクラスを抽出したも
のを表 2.7 に示す。クラスが抽象クラスの場合、適切な下位クラスを選択して
いる。なお、形状を表現する IfcRepresentationItem の詳細は、(8)で述べる。 
表 2.7 アトリビュートに関連するクラス 
クラス (注: クラス /アトリビュート >参照クラス、*=は抽象クラスなど) 
IfcFlowSegment / OwnerHistory > IfcOwnerHistory 
IfcFlowSegment / ObjectPlacement > IfcObjectPlacement* = IfcLocalPlacement 
IfcFlowSegment / Representation > IfcProductRepresentation* = IfcProductDefinitionShape 
IfcOwnerHistory / OwningUser > IfcPersonAndOrganization 
IfcOwnerHistory / OwningApplication > IfcApplication 
IfcPersonAndOrganization / ThePerson > IfcPerson 
IfcPersonAndOrganization / TheOrganization > IfcOrganization 
IfcApplication / ApplicationDeveloper > IfcOrganization 
IfcLocalPlacement / PlacementRelTo > IfcObjectPlacement 
IfcLocalPlacement / RelativePlacement > IfcAxis2Placement* = IfcAxis2Placement3D 
IfcAxis2Placement3D / Location > IfcCartesianPoint 
IfcAxis2Placement3D / Axis > IfcDirection 
IfcAxis2Placement3D / RefDirection > IfcDirection 
IfcProductDefinitionShape / Representations > IfcRepresentation* = IfcShapeRepresentation 
IfcShapeRepresentation / ContextOfItems > IfcRepresentationContext* = IfcGeometricRepresentationContext 
IfcShapeRepresentation / Items > IfcRepresentationItem* = IfcFaceBasedSurfaceModel, IfcSolidModel, etc., 
表において、IfcFlowSegment の場合、必要なアトリビュートを設定するた
めには、少なくとも 14 種類(重複を除く)のクラスのインスタンスを生成する必
要があることが分かる。生成すべきインスタンスが多いため、これらを効率的
に生成するには、このように事前にインスタンスの全体像を把握することが重
要である。 
 
(4) 要素への関連付けに係るインスタンスの生成 
IFC では要素間の関連付けを行うことができる。代表的なものは、案件に敷
地、敷地に建物、建物に階、階に各種の部材を関連付けるものである。例えば、
部材を階に関連付けると、存在する全ての部材の中から特定の階に存在するも
のだけを容易に選別することができる等、利便性が高まる。これらの関連付け
を図 2.3 に示す。 
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図 2.3 要素の関連付け(案件、敷地、建物、階及び部材) 
図において、関連付けのクラスは関連付ける要素のクラスによって細分化さ
れている。 
そこで、階に角ダクト直管を、建物に階を関連付けるため、仕様書をもとに、
これらの関連付けに係る最小限のクラスを抽出したもの(既出除く)を表 2.8 に
示す。 
表 2.8 建築要素への関連付けのクラス 
クラス (注: クラス /アトリビュート >参照クラス、*=は抽象クラスなど、+は関連付け) 
IfcProject 
IfcProject / UnitsInContext > IfcUnitAssignment 
IfcUnitAssignment / Units > IfcUnit* = IfcSIUnit 
IfcSIUnit / Dimensions > IfcDimensionalExponents 
IfcSite 
IfcBuilding 
IfcBuildingStorey 
IfcRelAggregates+ 
IfcRelContainedInSpatialStructure+ 
表において、少なくとも 9 種類のクラスのインスタンスを生成する必要があ
ることが分かる。 
関連付けのインスタンスにより要素同士を関連付けるには、関連付けのイン
スタンスを生成し、そのアトリビュートとして関連付ける要素のインスタンス
を設定する。 
生成したインスタンスに関連付けを設定するために作成したコード(要部の
み)を表 2.9 に示す。 
  
IfcProject(案件) 
IfcSite(敷地) 
  
  
  
IfcProduct(部材) 
IfcBuildingStorey(階) 
IfcBuilding(建物) 
IfcRelAggregates 
(関連付け) 
IfcRelAggregates 
(関連付け) 
IfcRelAggregates 
(関連付け) 
IfcRelContained 
InSpatialStructure 
(関連付け) 
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表 2.9 関連付けを設定するコード例 
行 コード 
1 
2 
3 
4 
5 
6 
7 
Set obj_entity1 = obj_design.Add("IfcProject") 
Set obj_entity2 = obj_design.Add("IfcSite ") 
Set obj_entity3 = obj_design.Add("IfcRelAggregates") 
With obj_entity3 
.Attributes.Item("RelatedObjects").Value = obj_entity1 
.Attributes.Item("RelatingObjects").Value = obj_entity2 
End With 
表において、第 3 行が関連付けのインスタンスを生成するもの、第 5～6 行
が関連付けを設定するものである。 
 
(5) タイプに関連するインスタンスの生成 
前述のように IfcFlowSegment には角ダクト直管だけでなく配管の直管や電
気の配線も該当するため、両者を区別する必要がある。 
仕様書をもとに、区分に係る最小限のクラスを抽出したもの(既出除く)を表
2.10 に示す。 
表 2.10 区分に関連したクラス 
クラス (注: +は関連付け) 
IfcDuctSegmentType 
IfcRelDefinesByType+ 
表において、少なくとも 2 種類のクラスのインスタンスを生成する必要があ
ることが分かる。 
区分を設定するには、区分のインスタンス及び関連付けのインスタンスを生
成して、要素への関連付けを設定する。 
区分を設定するために作成したコード(要部のみ)を表 2.11 に示す。 
表 2.11 区分を設定するコード例 
行 コード 
1 
2 
3 
4 
5 
6 
7 
Set obj_entity1 = obj_design.Add("IfcFlowSegment") 
Set obj_entity2 = obj_design.Add("IfcDuctSegmentType") 
Set obj_entity3 = obj_design.Add("IfcRelDefinesByType ") 
With obj_entity3 
.Attributes.Item("RelatedObjects").Value = obj_entity1 
.Attributes.Item("RelatingType").Value = obj_entity2 
End With 
表において、第 2 行が角ダクト直管の区分のインスタンスを生成するもので
ある。 
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(6) プロパティセットに関連するインスタンスの生成 
IFC では要素にプロパティセット(任意の属性)を持たせることができる。要
素とプロパティセットを関連付けのインスタンスによって図 2.4 のように関連
付けるものである。 
 
図 2.4 要素の関連付け(部材とプロパティセット) 
プロパティセットは BIM におけるデータ連携において、各種情報の主たる格
納場所として利用される。そのため、特定した角ダクト直管の属性はプロパテ
ィセットに持たせることが妥当と考えた。 
仕様書をもとに、プロパティセットに係る最小限のクラスを抽出したもの(既
出除く)を表 2.12 に示す。 
表 2.12 プロパティセットに関連したクラス 
クラス (注: クラス /アトリビュート >参照クラス、*=は抽象クラスなど、+は関連付け) 
IfcPropertySet 
IfcPropertySet / HasProperties > IfcProperty* = IfcPropertySingleValue 
IfcRelDefinesByProperties+ 
表において、少なくとも 3 種類のクラスのインスタンスを生成する必要があ
ることが分かる。 
要素にプロパティセットを持たせるには、まず、プロパティのインスタンス
を生成して、属性名と属性値をアトリビュートとして設定する。次に、プロパ
ティセットのインスタンスを生成して、個々のプロパティのインスタンスをア
トリビュートとして設定する。最後に、関連付けのインスタンスを生成して、
関連付ける要素とプロパティセットのインスタンスをアトリビュートとして設
定する。 
プロパティセットを設定するために作成したコード(要部のみ)を表 2.13 に示
IfcRelDefines 
ByProperties 
(関連付け) 
IfcProduct(部材) 
  
IfcPropertySet 
Definition 
(プロパティセット) 
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す。 
表 2.13 プロパティを設定するコード例 
行 コード 
1 
2 
3 
4 
5 
6 
7 
8 
9 
Set obj_entity1 = obj_design.Add("IfcPropertySet") 
Set obj_entity2 = obj_design.Add("IfcPropertySingleValue") 
With obj_entity2 
.Attributes.Item("Name").Value = 属性名 
.Attributes.Item("NominalValue").Value =属性値 
End With 
With obj_entity1 
.Attributes.Item("HasProperties").Value = obj_entity2 
End With 
表において、第 4～5 行はプロパティに属性値を設定するもの、第 8 行はプ
ロパティをプロパティセットに設定するものである。 
 
(7) プロパティセットの定義 
IFC では、あらかじめ基本的なプロパティセットが定義されているほか、ユ
ーザーによる任意のプロパティセットも定義できる。 
設備に関してあらかじめ定義されたプロパティセットは、BE-BridgeやStem
の属性に比べれば、十分ではない。そのため、(社)IAI 日本 設備・FM 分科会
は、2013 年に BE-Bridge と Stem の属性を包含するプロパティセットを設備
IFC データ利用標準の一部として策定した。なお、設備 IFC データ利用標準の
詳細は、第 3 章で述べる。 
しかし、本章の研究は、それ以前になされたため、プロパティセットを定義
する必要があった。プロパティセットはユーザーによる定義ができる一方で、
汎用性の低下を招くおそれがある。そのため、プロパティセットを定義するに
あたり、既存の属性定義を活用することを考えた。既存の定義を利用すると、
定義された属性名、単位、データ型等を利用できるだけでなく、それらの意味
が明確であるため、ユーザーやソフトベンダー等の関係者間で共通の理解を得
ることが容易になり、汎用性が高まる。 
そこで筆者らは、2005 年に C-CADEC において SXF に準拠し BE-Bridge
及び Stem の属性を包含する空調衛生設備属性セット 9)が策定された際に、併
せて、これを介して BE-Bridge 及び Stem の属性を IFC のプロパティセット
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に変換して利用する方法を提案した 10)。当時のこれらの連携の枠組みを図 2.5
に示す。 
 
9 )空調衛生設備属性セット(案), C-CADEC, 2005.3 
10) 三木秀樹, 向来信: 空調衛生分野における属性定義の統合について, (社)空気調和・衛生
工学会 2005 年度大会 学術講演会 講演論文集, 2005.8 
 
図 2.5 既往の属性定義と IFC の連携 
図において、BE-Bridge 及び Stem 等が、空調衛生設備属性セットを介して、
IFC と連携する流れが理解される。 
また、BE-Bridge 及び Stem は日本語表記であるが、IFC で表現すると、日
本語表記に対応していない海外のソフトでの利用もありうるため、筆者らは空
調衛生属性セットの策定に際し、日本語表記に対応した英語表記を提案した。
これを表 2.14(抜粋)に示す。 
  
SXF 
Level2 
Ver2 
SXF 
Level2 
Ver3 
SXF 
Level4 
Stem 
Ver8 
BE-Bridge 
Ver3 
空調衛生設備 
属性セット 
Ver1 
空調衛生設備 
属性セット 
Ver??? 
IFC 
2x2 
IFC 
??? 
機器表・見積書
用属性サブセッ
ト 
変換 
準拠 
包含 
空調衛生 
新コード体系
(案) 
国土交通省 
SCADEC 
JACIC 
日本空調衛生 
工事業協会 
(CALS/EC 部会) 
IAI 
C-CADEC 
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表 2.14 BE-Bridge の属性表記 
日本語表記による属性名 英語表記による属性名 備考 
データ種別  data_class ダクト・配管等の分類 
系統名 system_name  
パターン No. 大分類  large_pattern_number 直管・継手等の分類 
パターン No. 小分類 small_pattern_number 〃 
ダクト形状寸法データ shape_size 呼び寸法等 
用途 use  
風量 air_volume  
表において、中覧の属性名をプロパティの属性名として使用した。 
これはまた、国内の標準である BE-Bridge を国際標準である IFC に連携さ
せることができることを示している。日本の特性を反映した既存の標準、また
は今後策定される標準が、排斥されることなく IFC と連携できる枠組みを作る
ことは、国内の標準を活用すると共に、IFC の普及を速める利点がある。筆者
らの、既存の標準を生かす考え方は、設備 IFC データ利用標準にも受け継がれ
た。 
 
(8) 形状 
作成する角ダクト直管の形状を図 2.6 に示す。 
 
図 2.6 角ダクト直管の形状 
図において、角ダクト直管は 4 枚の平面で構成されることが示されている。
データ量を抑制するため、フランジを省略している。なお、角ダクト直管以外
の部材のうち曲面を持つ部材も平面に置き換えた。 
3 次元形状を表現する方法は、ワイヤーフレームモデル(線の集合体)、サーフ
ェスモデル(面の集合体)、ソリッドモデル(立体の集合体)に大別されるが、角ダ
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クト直管は平面で構成されるため、サーフェスモデルによることが妥当と考え
た。仕様書をもとに、サーフェスモデルに係るクラスを抽出したもの(既出除く)
を表 2.15 に示す。 
表 2.15 サーフェスモデルに係るクラス 
クラス (注: クラス /アトリビュート >参照クラス、*=は抽象クラスなど) 
IfcFaceBasedSurfaceModel 
IfcFaceBasedSurfaceModel / FbsmFaces > IfcConnectedFaceSet 
IfcConnectedFaceSet  / CfsFaces > IfcFace 
IfcFace / Bounds > IfcFaceBound 
IfcFaceBound  / Bound > IfcLoop* = IfcPolyLoop 
IfcPolyLoop / Polygon > IfcCartesianPoint 
表において、少なくとも 6 種類のクラスのインスタンスを生成する必要があ
ることが分かる。 
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2.5 実装結果及び確認 
IFC を用いて角ダクト直管を表現する場合、生成すべきインスタンスを下記
に示す。 
 IfcFlowSegment 
 IfcSpatialStructure 及び関連付けインスタンス 
 IfcDuctSegmentType 及び関連付けインスタンス 
 IfcPropertySet 及び関連付けインスタンス 
また、それぞれのインスタンスの生成順序を図 2.7 に示す。インスタンスの
アトリビュートが別のインスタンスへの参照となる場合は、繰り返しインスタ
ンスを生成する。 
 
図 2.7 計算フロー 
表 2.7、2.8、2.10、2.12、2.15 に示すように関連するクラスの全体像を把握
すれば、表 2.4、2.6、2.9、2.11、2.13 に示すような簡易なコードでインスタ
ンスの生成とアトリビュートの設定を行い、目的のモデルを作成できる。 
以上により、IFC を用いて、角ダクト直管を含む各種ダクト部材を作成した。
作成した部材の種類を表 2.16 に、また、形状を図 2.8 に示す。なお、表示には
DDS IFC Viewer を用いた。 
  
開始 
IfcSpatialStructure 等を生成する 
IfcFlowSegment 終了？ 
終了 
IfcFlowSegment を生成し、IfcSpatialStructure と関連付ける 
No 
Yes 
IfcDuctSegmentType 等を生成し、IfcFlowSegment と関連付ける 
IfcPropertySet 等を生成し、IfcFlowSegment と関連付ける 
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表 2.16 作成した各種ダクト部材 
区分 部材 
角ダクト エルボ(内 R外 R), 両直管付エルボ(内 R外 R), 角エルボ(内 R外角), 両直管付角エルボ(内 R外角), 
角エルボ(内角外 R), 角エルボ(内角外角), 消音エルボ, 羽子板エルボ, 内直エルボ(内直外 R), 両
直管付内直エルボ(内直外 R), S カーブ(内 R 外 R),梁巻き(内 R外 R), 角梁巻き(内角外角), S カー
ブ(内角外角), 直管ホッパー, 直管付ホッパー, 実管, 三方分岐, 十字(片直), 十字(片 R), 十字
(両直), 二方分岐(直曲り), 二方分岐(両曲り), 二方分岐(直立て), 二方分岐(両曲り T 管), 二方
分岐(T 管片直), 二方分岐(T 管片 R), 二方分岐(T 管両直), ダンパー定風量装置(CAV), 変風量装置
(VAV), 羽子板, ボックス, チャンバー, キャンバス継手, タイコ, ヒョットコ(片直), ヒョットコ
(片 R), ヒョットコ(両 R), 角丸ホッパー, 角丸キャンバス 継手, 角丸ヒョットコ, 直管付角丸ホ
ッパー 
丸ダクト エルボ, 消音エルボ, S管, 直管, 片落管(レジューサ), 実管, 十字管(クロス), クロスRT管, T管, 
RT 管, ダブル RT 管, 45 度 Y 管, 45 度 RY 管, ダンパー, 定風量装置(CAV), 変風量装置(VAV), フレ
キシブルダクト 
表において、ダクト部材の名称は BE-Bridge において定義されたものである。
部材数は、角ダクト部材が 42 種類、丸ダクト部材が 17 種類であり、BE-Bridge
において定義された部材をほぼ網羅している。 
 
図 2.8 IFC による IfcFlowSegment を含むダクト部材の形状表現 
図において、モデルに必要とした角ダクト直管の形状が想定通り作成されて
いることを確認できる。 
角ダクト直管 
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同じく、作成した角ダクト直管の IFC データの属性を表示したものを図 2.9
に示す。なお、表示には同じく DDS IFC Viewer を用いた。 
 
図 2.9 IFC による IfcFlowSegment の属性表現 
図において、モデルに必要とした角ダクト直管の属性が想定通り作成されて
いることを確認できる。 
建築設備要素が IFC で表現されることにより、同じく IFC で表現された建築
要素との統合が可能になり、例えば、部材の干渉確認や点検空間の確認等に利
用できる。干渉確認により干渉箇所を減らすことができれば、施工における手
戻りが減り、工期の短縮、費用の低減に寄与する。また、点検空間の確認によ
り、点検空間を適切に確保できれば、点検作業を行い易くなり、建物の使い勝
手、即ち品質の向上に寄与する。 
 
  
呼び寸法 
直管・継手等の区分クラス 
ダクト・配管等の区分クラス 
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2.6 考察 
(1) 情報の取得 
このように生成した IFC ファイルからは情報を取得できる。例えば、上記で
生成した IFCファイルから特定の階にある IfcFlowSegmentのインスタンスを
選別し、そのプロパティセットのプロパティを取得することが考えられる。 
特定の階にある IfcFlowSegment のインスタンスを選別するために作成した
コード(要部のみ)を表 2.17 に示す。 
表 2.17 階から IfcFlowSegment を選別するコード例 
行 コード 
1 
2 
3 
4 
5 
6 
7 
8 
9 
10 
11 
12 
13 
str_name_b=”3F” ’適当な階数 
Set obj_entities_r = objDesign.FindObjects("IfcRelContainedInSpatialStructure")  
For Each obj_entity_r In obj_entities_r  
Set obj_entity_b =obj_entity_r.Attributes.Item("RelatingStructure") ’関連先 
If obj_entity_b.type =”IfcBuildingStorey” And obj_entity_b.Item("Name") = str_name_b Then  
Set obj_entities_f = obj_entity_r.Attributes.Item("RelatedObjects")’’関連元 
For Each obj_entity_f In obj_entities_f  
If obj_entity_f.type ="IfcFlowSegment" Then 
   ‘obj_entity_f は階に関連する IfcFlowSegment 
End If 
Next obj_entity_o 
End If 
Next obj_entity_r 
表において、第 2 行は関連付けのインスタンスを取得するもの、第 3～5 行
は特定の階にあるインスタンスを取得するもの、第 6～8 行はその中から
IfcFlowSegment を選別するものである。 
同様に、インスタンスのプロパティセットを取得するために作成したコード
(要部のみ)を表 2.18 に示す。 
表 2.18 プロパティセットを取得するコード例 
行 コード 
1 
2 
3 
4 
5 
6 
7 
8 
9 
Set obj_entities_ps = obj_entity_f.GetUsedIn("IfcRelDefinesByProperties","RelatedObject")  
For Each obj_entity_ps In obj_entities_ps  
Set obj_entities_p = obj_entity_ps .Attributes.Item("HasProperties")  
For Each obj_entity_p In obj_entities_p 
If Attributes.Item("Name").Value = 属性名 then 
属性値=.Attributes.Item("NominalValue").Value  
End If 
Next obj_entity_p 
Next obj_entity_ps 
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表において、第 1 行はプロパティセットを持つ要素を選別するもの、第 2～3
行はプロパティのインスタンスを取得するもの、第 4～6 行は特定の属性名の
属性値を取得するものである。 
 
(2) インスタンスの全体像の把握 
インスタンスがアトリビュートを持ち、それが他のインスタンスへの参照で
あることが繰り返される場合は、多数のインスタンスが生成されることになる。
その全体像を把握する際、仕様書をもとに順次追跡することは極めて煩雑であ
る。そのため、このような作業を簡略化するソフトを開発した。入力画面を図
2.10 に示す。 
 
図 2.10 クラス一覧作成ソフト 
図において、計算条件として参照する IFC の定義ファイル(2x3 または 4 を
選択可能)、全体像を把握するインスタンス等を入力する。 
計算フローを図 2.11 に示す。 
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図 2.11 インスタンスを生成するフロー 
図において、インスタンスのアトリビュートがインスタンスであれば検索し、
数値や文字であればダミーの値を設定する。 
生成された IFC ファイル(DATA セクションのみ)を表 2.19 に示す。 
開始 
入力画面からクラス名を取得する 
インスタンスを生成する 
クラスへの参照？ 
終了 
クラス名リストに追加する 
クラス名リストに追加する 
アトリビュートを取得する 
リストにクラス有？ 
Yes 
No 
ダミー値を設定する 
No 
アトリビュート有？ 
No 
Yes 
No 
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表 2.19 IFC ファイルの例 
データ 備考 
#10=IFCCARTESIANPOINT(()); 
#11=IFCCARTESIANPOINT(()); 
#12=IFCCARTESIANPOINT(()); 
#13=IFCCARTESIANPOINT(()); 
#14=IFCCARTESIANPOINT(()); 
#15=IFCDIRECTION(()); 
#16=IFCDIRECTION(()); 
#17=IFCAXIS2PLACEMENT2D(#12,#16); 
#18=IFCRATIONALBEZIERCURVE(0,(#10),.POLYLINE_FORM.,.F.,.F.,()); 
#19=IFCRATIONALBEZIERCURVE(0,(#11),.POLYLINE_FORM.,.F.,.F.,()); 
#20=IFCRATIONALBEZIERCURVE(0,(#13),.POLYLINE_FORM.,.F.,.F.,()); 
#21=IFCRATIONALBEZIERCURVE(0,(#14),.POLYLINE_FORM.,.F.,.F.,()); 
#22=IFCPOSTALADDRESS(.OFFICE.,'ABC','ABC','ABC',('ABC'),'ABC','ABC',ABC','ABC','ABC'); 
#23=IFCPOSTALADDRESS(.OFFICE.,'ABC','ABC','ABC',('ABC'),'ABC','ABC',ABC','ABC','ABC'); 
#24=IFCPOSTALADDRESS(.OFFICE.,'ABC','ABC','ABC',('ABC'),'ABC','ABC',ABC','ABC','ABC'); 
#25=IFCPOSTALADDRESS(.OFFICE.,'ABC','ABC','ABC',('ABC'),'ABC','ABC',ABC','ABC','ABC'); 
#26=IFCPOSTALADDRESS(.OFFICE.,'ABC','ABC','ABC',('ABC'),'ABC','ABC',ABC','ABC','ABC'); 
#27=IFCPOSTALADDRESS(.OFFICE.,'ABC','ABC','ABC',('ABC'),'ABC','ABC',ABC','ABC','ABC'); 
#28=IFCANNOTATIONFILLAREA(#20,(#21)); 
#29=IFCGEOMETRICREPRESENTATIONSUBCONTEXT('ABC','ABC',*,*,*,*,#30,$,.GRAPH_VIEW.,ABC'); 
#30=IFCGEOMETRICREPRESENTATIONSUBCONTEXT($,$,*,*,*,*,$,$,.GRAPH_VIEW.,$); 
#31=IFCGRIDAXIS('ABC',#18,.F.); 
#32=IFCGRIDAXIS('ABC',#19,.F.); 
#33=IFCACTORROLE(.SUPPLIER.,'ABC','ABC'); 
#34=IFCACTORROLE(.SUPPLIER.,'ABC','ABC'); 
#35=IFCACTORROLE(.SUPPLIER.,'ABC','ABC'); 
#36=IFCACTORROLE(.SUPPLIER.,'ABC','ABC'); 
#37=IFCACTORROLE(.SUPPLIER.,'ABC','ABC'); 
#38=IFCACTORROLE(.SUPPLIER.,'ABC','ABC'); 
#39=IFCACTORROLE(.SUPPLIER.,'ABC','ABC'); 
#40=IFCACTORROLE(.SUPPLIER.,'ABC','ABC'); 
#41=IFCORGANIZATION('ABC','ABC','ABC',(#36),(#23)); 
#42=IFCORGANIZATION('ABC','ABC','ABC',(#37),(#24)); 
#43=IFCORGANIZATION('ABC','ABC','ABC',(#39),(#26)); 
#44=IFCORGANIZATION('ABC','ABC','ABC',(#40),(#27)); 
#45=IFCPERSON('ABC','ABC','ABC',('ABC'),('ABC'),('ABC'),(#35),(#22)); 
#46=IFCPERSON('ABC','ABC','ABC',('ABC'),('ABC'),('ABC'),(#38),(#25)); 
#47=IFCMATERIAL('ABC'); 
#48=IFCSHAPEREPRESENTATION(#29,'ABC','ABC',(#28)); 
#49=IFCVIRTUALGRIDINTERSECTION((#31),()); 
#50=IFCVIRTUALGRIDINTERSECTION((#32),()); 
#51=IFCAPPLICATION(#42,'ABC','ABC','ABC'); 
#52=IFCAPPLICATION(#44,'ABC','ABC','ABC'); 
#53=IFCPERSONANDORGANIZATION(#45,#41,(#33)); 
#54=IFCPERSONANDORGANIZATION(#46,#43,(#34)); 
#55=IFCMATERIALDEFINITIONREPRESENTATION('ABC','ABC',(#48),#47); 
#56=IFCGRIDPLACEMENT(#49,#50); 
#57=IFCOWNERHISTORY(#53,#51,.READWRITE.,.NOCHANGE.,$,#54,#52,0); 
#58=IFCFLOWSEGMENT('30tWuM_bf23Bzk_x9wAjXN',#57,'ABC','ABC','ABC',#56,#55,ABC'); 
点 
 
 
 
 
方向 
 
 
曲線 
 
 
 
住所 
 
 
 
 
 
 
幾何表現 
 
通り芯 
 
役割 
 
 
 
 
 
 
 
組織 
 
 
 
個人 
 
 
 
 
 
 
 
個人及び組織 
 
 
 
所有者履歴 
 
表において、関連するインスタンス及びアトリビュートの、種類及び量が理
解される。これにより、インスタンスの全体像を容易に把握することができる。 
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2.7 まとめ 
本章では、BIM を実現するため、IFC を用いて建築設備要素をモデルとして
表現する手法の明確化について述べた。 
具体的には、 
 対象とする建築設備要素を角ダクト直管、用途を干渉確認とし、必要な形
状及び属性を特定する手順を示した。 
 要素を IFC で表現するために、IFC の構造を調査すると共に、IFC データ
を生成するための、IFCsvr を使用したコードを示した。 
 属性を表現するために、プロパティセットを定義する考え方を示した。 
 実際に IFC データを生成し、モデルの形状と属性をビューワソフトで確認
した。 
また、併せて、生成した IFC データから情報を取得する手法、及び IFC デ
ータを生成する際に、その全体像を把握する手法も示した。 
本章で示した成果の一つであるプロパティセットを定義する考え方は、後に
設備 IFC データ利用標準へ引き継がれた。現在、設備 IFC データ利用標準は、
複数の設備 CAD により実装されている。 
建築要素と設備要素が一体的に機能するようなプロジェクトにおいては、建
築要素と設備要素の両方を扱うことができ、また、仕様が公開されているため
多くの関係者が利用しやすい IFC が用いられることが増えると考えられるた
め、本章で提示した設備要素の記述手法が参考になるものと考えられる。また、
本章では角ダクト直管を例としたが、それ以外のダクト部材や配管部材、機器
部材、さらには建築部材についても、角ダクト直管に対して検討した手順・方
法が応用できる。これにより、BIM が IFC で構築される場合において、デー
タ連携の開発がスムースになされることが期待される。 
なお、設備システムは建物の用途や規模で多様性を有するため、今後は、複
数の典型的なシステムについて今回と同様な検討を行って、汎用化を進めてい
くことが必要であると考える。 
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第 3 章 空調設備分野における 
3 次元部材データ作成手法の開発 
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3.1 はじめに 
BIM は建築工程における合意形成や干渉確認等を容易にする効果があると
され、普及が進みつつある。しかし、BIM がさらに普及するには解決すべき課
題が多くあるとされ、例えば、3 次元形状と属性を持つ、いわゆる 3 次元部材
データの作成に関して、下記のような課題がある。 
 BIM に何をどこまで作り込むかの基準がない。 
 部材の 3 次元形状と属性情報が十分に整備されていないため、これらの入
力作業から始める必要がある。 
建築設備分野においても、設備機器メーカー(以降、メーカー)によるデータ
の提供が期待されているが、未だ特定現場等への部分的な対応にとどまってい
る 1)。この原因には、 
 メーカーがデータの仕様、即ち形状の詳細度・属性項目・ファイル形式・
データ量等をユーザーから明確に提示されていないこと 
 メーカーは製造用の 3 次元部材データを持ってはいるが、機密保持上、そ
の提供には慎重であること 
 メーカーが製造用の 3 次元部材データを提供できたとしても、そのデータ
はビスやビス穴等も表現した精細なものであるためデータ量が数 MB にも
達して BIM での利用には難があること 
 BIM で利用しやすい、データ量が少ないデータを作成するには、メーカー
は製造用の 3 次元部材データを改変し、あるいは新たにデータを作成しな
ければならないため負荷が大きいこと 
 メーカーがユーザーに対するデータの提供の費用対効果、即ち負荷に見合
う顧客満足度や売上の向上を明確に予想できないこと 
等が挙げられる。 
 
1) (財)建設業振興基金 建設産業情報化推進センター: 運営委員会活動報告, 平成 23 年度 財
団法人 建設業振興基金 建設産業情報化推進センター 設計製造情報化評議会 活動報告書, 
pp.3-9, 2012.3 
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また、これらが解決されたとしても、規模の小さいメーカーが規模の大きい
メーカーと同様にデータを提供できるかどうかや、設計業務で求められるよう
なメーカーを特定しないデータをメーカーが提供できるかどうかも不透明であ
る。 
そのため、3 次元 CAD ソフトベンダーは自ら 3 次元部材を登録し、あるい
はユーザーが 3 次元部材を登録できる機能を提供しているが、これらのデータ
の広範な流通を意図しているわけではない。 
そこで筆者らは、メーカーによるデータの提供を促進するため、空調設備で
使用される制気口(空気の吹出口や吸込口の総称)を対象として、3 次元部材デー
タの作成手法を開発した 2)。本章ではその結果を述べる。 
 
2) 三木秀樹, 一ノ瀬雅之, 須永修通, 中野民雄, 市川憲良: 空調設備分野における 3 次元部
材データ作成の試行, 日本建築学会技術報告集, 第 20 巻, 第 46 号, pp.1125-1130, 2014.10 
 
  
58 
 
3.2 建築設備分野における既往の研究 
C-CADEC は、メーカーによるデータの提供を目的として、Stem において
空調・衛生・電気設備の主要な機器部材が持つべき形状と属性のデータを定義
している。一部のメーカー(事実上エアコンメーカーに限られる)が、Stem に基
づき、データを提供している。しかし、Stem における形状の定義は 2 次元で
あるため、C-CADEC は、新たに 3 次元の定義を追加し、メーカーに対してデ
ータの提供を働きかけているが、未だ実現できていない。なお、C-CADEC は、
エアコンのように設置台数が多い機器部材のデータ量について、概ね 50KB 注
1)程度、最大 100KB 以下を推奨している 3)。 
 
注 1) K(=1024) Byte、k(=1000)と区別するため大文字が使用される 
3 ) (財)建設業振興基金 建設産業情報化推進センター: 空衛設備 EC 推進委員会 活動報告, 
平成 24 年度 財団法人 建設業振興基金 建設産業情報化推進センター 設計製造情報化評議
会 活動報告書, pp.33-47, 2013.3 
 
また、C-CADEC は、BE-Bridge において、経路部材、即ち配管や弁、ダク
ト、ダンパー等が持つべき形状と属性のデータを定義している。主要な設備
CAD ソフトが、BE-Bridge に基づき、データの入出力機能を実装している。
近年、BE-Bridge には、経路部材のほか、Stem の対象とされるような比較的
大型の機器部材や、より小型の制気口部材が追加されている。しかし、設備 CAD
ソフトの対応は経路部材ほどには進んでいない。なお、BE-Bridge では、形状
を表現するための具体的な寸法パラメータが定義されるのが通例であるが、機
器部材については Stem を流用することとして、定義されていない。 
(社)日本建設業連合会 生産委員会 設備部会 設備情報化専門部会は、空調・
衛生・電気設備の主要な機器について、基本設計・実施設計・施工のフェーズ
毎に、建設業者が BIM で必要とする形状を検討している 4)。大まかな方向性は
示されているが、形状を表現するための具体的な寸法パラメータは定義されて
いない。 
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4) (社)日本建設業連合会 生産委員会 設備部会 設備情報化専門部会: 設備機器における 
BIM モデル開発状況と今後の展望に関する調査検討 2012(平成 24)年度活動報告書, pp.Ⅱ
-1-41,2013.2 
 
(社)空気調和・衛生工学会の BIM・CFD パーツ化小委員会は、BIM と空調
熱負荷計算及び気流計算(CFD)との連携を検討しており、それに関連して、気
流計算で利用する境界条件、即ち気流の風速や風向を含む部材データの仕様を
定義し、エアコンメーカーや制気口メーカーに対してデータの提供を働きかけ
ている 5)。しかし、一部のエアコンメーカーの試行的な提供を除けば、未だ実
現していない。 
 
5) (社) 空気調和・衛生工学会 換気設備委員会 BIM・CFD パーツ化小委員会: シンポジウ
ム「空調シミュレーションにおける CFD パーツ利用」, 2013.3 
 
以上のように、3 次元部材データについては、仕様がようやく定義され、あ
るいは定義されつつあるが、メーカーによる提供までには至っていない。 
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3.3  目的及び方針 
メーカーによる 3 次元部材データの提供を促進するには、データの仕様を明
確にし、また、データの作成を簡便にすることが必要と考えられる。そのため、
本章では、3 次元部材データの作成手法を開発することを目的とし、下記を方
針とした。 
 部材データの仕様を決定する手順を示す。 
 部材データ作成ソフトを開発する。 
3 次元部材データ作成手法の開発にあたり、その対象を制気口とした。その
理由は、代表的な空調機器部材の一つで使用頻度が高いこと、形状や機能が比
較的簡単で取り組みやすいこと、制気口メーカーはエアコンメーカーに比べて
規模が小さいためデータの提供に、より慎重であること等である。 
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3.4 3 次元部材データの作成手法に関する課題及び開発 
3.4.1 仕様の決定 
(1) データ形式 
データ形式は IFC とする。ただし、メーカーによっては、IFC ではなく
DWG・DXF・RFA 等を希望する場合もありうる。その理由は、不特定多数の
ユーザーを対象とした場合、IFC よりも流通性が高いことを優先するかもしれ
ないためである。ただし、IFC でなくても、本章で示す手法は応用できる。 
 
(2) データ量 
データ量は形状の詳細度や属性数に依存するため、一概には決められないが、
本章ではデータ量を優先し、その範囲内で詳細度や属性数を決定することとし
た。 
データ量の目安は、メーカーへの聞き取りによれば厳し過ぎる数値との意見
もあるが、C-CADEC の推奨によることとし、制気口は一般に設置台数が多い
ため、概ね 50KB 程度、最大 100KB 以下とした。 
 
(3) 形状の詳細度 
形状の詳細度を表現する概念として LOD/Level Of Detail があり、また、形
状を含みより幅広い情報の詳細度を表現する概念として LOD/Level Of 
Development がある 6)。LOD は数値で表現され、例えば、設計用途は 300、
施工用途は 350、加工用途は 400 等とされている。しかし、規定内容は具体的
ではない。 
 
6) BIM FORUM: LEVEL OF DEVELOPMENT SPECIFICATION - For Building 
Information Models, 2013.8 
 
本章では詳細度の目安を施工用途とした。その理由は、設計用途では形状は
最大外形寸法による立方体程度でも足りることもあるため敢えて取り組む意味
が少ないこと、また、加工用途はまだ一般的でないためである。施工用途の詳
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細度は、例えば、建築と設備の合意形成や干渉確認に利用できる程度とした。
具体的な表現ではないが、設備 CAD ソフトが持つ部材の詳細度と同程度とし
た。 
 
(4) 形状の表現方法 
第 2 章で述べた角ダクト直管と同様に、形状の表現は平面によることが妥当
と考えた。この理由は、簡易な図形要素であるため、直感的であり部材を構成
しやすいこと、また、多くのソフトでの読込が期待できることである。また、
曲面は分割して平面に置き換えた。例えば、アネモ型吹出口(以降、アネモ)の
うち丸型アネモ部材を図 3.1 に、平面による構成を図 3.2 に示す 7)。 
 
図 3.1 丸型アネモ部材 7) 
7) 檜工業株式会社 : 製品カタログ 
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図 3.2 丸型アネモ部材の場合の平面による構成 
図 3.1 において、丸型アネモ部材は、多くの曲面を含んでいるが、図 3.2 に
おいては、これを円筒部・円板部・円錐部に単純化し、それぞれを四角形の平
面に分割している。 
曲面を分割する際の分割数を増やせば、より曲面らしく見えるが、データ量
が増える。そのため、分割数は 8、16、32、64 を選択可能とし、形状とデータ
量を比較しながら決定することとした。 
 
(5) 属性項目 
属性項目は(社)IAI 日本 設備・FM 分科会が策定する「設備 IFC データ利用
標準 Ver1.1」によるものとした 8)。 
 
8) (社) IAI 日本 設備・FM 分科会: 設備 IFC データ利用標準 Ver.1.1, 2013.12 
 
ここに、設備 IFC データ利用標準は、IFC によるデータ交換の互換性を向上
させるための、IFC による設備部材の表現方法に関する合意である。IFC は標
準形式ではあるものの、互換性は十分とはいえない。その理由は、IFC は表現
の自由度が高い反面、表現が多様になりうること、また、属性値は一部しかコ
ード化されていないためである。これを改善するには、関係者による利用上の
合意が必要になる。設備 IFC データ利用標準は、そのような合意の一つである。 
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設備 IFC データ利用標準はプロパティセットの定義を含む。このプロパティ
セットは Stem と BE-Bridge を参考としており、端的に言えば Stem と
BE-Bridge の意味を IFC で表現し直したものである。これにより、設備部材の
属性を幅広く網羅している。 
また、設備 IFC データ利用標準は、既に 4 種の設備 CAD ソフトにおいて実
装されており、今後は、より多くの設備 CAD ソフトにおいて実装されること
が予想される。そのため、3 次元部材データを流通する際の汎用性も期待でき
る 9)。 
 
9) 三木秀樹: 設備 IFC データ利用標準の策定とその利用, (社)建築設備技術者協会 建築設
備士, 第 46 巻, 第 4 号, PP.16-20, 2014.4 
 
なお、設備 IFC データ利用標準の策定には、第 2 章 2.4.2(7)に示したプロパ
ティセットの定義も参考にされている。 
 
3.4.2 部材データ作成ソフトの開発 
(1) 部材データ作成ソフト 
通常、3 次元部材データの作成には 3 次元 CAD ソフトの導入・習得が必要
であるが、その負荷は小さくない。そこで、より簡便な作成手法を提供するた
め、3 次元 CAD ソフトを使用せずに 3 次元部材データを作成するソフトを、
マイクロソフト社の表計算ソフト Excel2010 上で実行できる VBA により開発
した。丸型アネモ部材の場合の入力画面を図 3.3 に示す。 
 図
される。
自由度を高めるための各部の寸法を追加している。
いては、寸法を床面積を与えることにより計算する機能も付加している。
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3.5 開発結果と確認 
(1) 形状の確認と分割数の決定 
丸型アネモ部材の場合の分割数と形状を図 3.9 に示す。なお、表示には DDS 
IFC Viewer を利用した。 
分割数:8、データ量:24[KB] 分割数:16、データ量:42[KB] 
  
分割数:32、データ量:78[KB] 分割数: 64、データ量:151[KB] 
  
図 3.9 丸型アネモ部材の場合の分割数と形状 
図において、16 分割の場合は、データ量が 50KB 以下で、かつ詳細度も妥当
であることを確認できる。そのため、分割数は 16 分割とした。 
 
(2) 属性の確認 
丸型アネモ部材の場合の部材に付加された属性項目と属性値を図 3.10 に示
す。 
 図 3.10 作成した制気口部材の属性
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図において、入力画面で入力した属性が正しく作成されていることを確認で
きる。 
 
(3) 他のソフトでの読み込み 
作成したデータが広範囲に流通しうるかどうかを確認するために、丸型アネ
モ部材を使用して、建築 CAD ソフトや設備 CAD ソフトによる読込・表示を行
い、形状と属性を確認した。形状や属性が一致しない場合、IFC データの構造
や値の違いを調査・比較して修正を加えた。 
建築 CAD ソフトと設備 CAD ソフトで読込・表示を行った結果を図 3.11、
3.12、3.13、3.14 に示す。なお、IFC では部材の色も表現できるが、本章では
設定していない。図中の色は、各ソフトで設定されているものである。 
図 3.11 建築 CAD 注 6)による読込・表示 
注 6) 福井コンピュータアーキテクト(株), GLOOBE 2014 
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図 3.12 設備 CAD 注 7)による読込・表示 
注 7) (株)ダイテック, CADWe’ll Tfas 6 
 
図 3.13 設備 CAD 注 8)による読込・表示 
注 8) (株)四電工, CADEWA Real 2013 
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図 3.14 設備 CAD 注 9)による読込・表示 
注 9) (株)NYK システムズ, Rebro 2013 
 
図 3.11 において、建築 CAD ソフトでは、作成した部材と表示された部材の
形状が一致していることを確認できる。 
一方、図 3.12、3.13、3.14 において、設備 CAD ソフトでは、形状に差異が
ある。この原因は、設備 CAD ソフトは、読み込んだ部材が設備 IFC データ利
用標準に準拠し、かつ自らが持つ部材と一致すると認識した場合に、置き換え
を行うためである。データの誤りではなく、むしろ正しいことを示している。 
以上により、作成したデータの形状と属性に誤りがないことを確認した。こ
れにより、丸型アネモ部材を作成した手法が妥当であり、他の制気口へも適用
しうると考えられた。 
 
(4) 全制気口の作成 
 データ作成ソフトを使用して、設備
気口の
に示す。
部材名
アネモ
アネモ
パン(
パン(
ブリーズライン
カームライン
ノズル
パンカルーバ
3 次元部材データを作成した。形状とデータ量、面数、属性数を表
 
 
(角型) 
(丸型) 
角型) 
丸型) 
 
 
 
 
表 3.1 
データ量 
面数 
属性数 
23.7[KB] 
56[個] 
38[個] 
41.4[KB] 
96[個] 
38[個] 
21.5[KB]  
49[個] 
38[個] 
34.0[KB] 
80[個] 
38[個] 
10.6[KB] 
13[個] 
40[個] 
11.2[KB] 
15[個] 
40[個] 
35.5[KB] 
80[個] 
36[個] 
49.9[KB] 
112[個] 
38[個] 
作成した制気口部材の形状とデータ量
形状 
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IFC データ利用標準で対象とされる各制
グリル
グリル
ガラリ
ベントキャップ
ウェザーカバー
フード
フード
排煙口
床吹出
(VH) 
(多孔板) 
179.0
 
 
 
(角接続口) 
(丸接続口) 
 
 
 
19.8[KB] 
47[個] 
40[個] 
[KB] 
612[個] 
40[個] 
16.7[KB] 
35[個] 
40[個] 
37.1[KB] 
80[個] 
41[個] 
11.5[KB] 
16[個] 
40[個] 
12.7[KB] 
20[個] 
42[個] 
21.1[KB] 
48[個] 
42[個] 
10.7[KB] 
13[個] 
40[個] 
37.4[KB] 
88[個] 
38[個] 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
3.1
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表において、作成した部材の形状は、特に説明をせずとも部材を特定しうる
ものと考えられる。また、形状の詳細度は、設備 CAD ソフトでの読込・表示
の結果から、同程度と考えられる。むしろ、設備 CAD ソフトはデータ量を抑
制するために、詳細度を意図的に下げているように見られる。丸型アネモ部材
の場合、整流板を表現していないのは、その一例と考えられる。 
また、データ量はグリル(多孔板)のみが 100KB を越えたが、他は全て 50KB
以下であることを確認できる。 
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3.6 考察 
(1)形状の見直し 
作成したデータのうちグリル(多孔板)のデータ量が 100KB を越えたため、多
孔板部分の平面による構成方法を見直した。平面の重なりを許容することによ
り平面数がより少なく、また、グリル(VH)とも識別し易い表現とした。これを
図 3.15 に示す。 
 
図 3.15 平面による構成の見直し 
図において、平面数が減っても、千鳥状の開口の表現が維持されていること
が分かる。なお、この例では、開口率は同じではないが、平面の幅を調整する
ことにより、同じにすることもできる。 
見直し後の形状とデータ量を表 3.2 に示す。 
表 3.2 グリル(多孔板)の変更後の形状とデータ量 
部材名 
形状 
グリル(多孔板)  
データ量 26.5[KB] 
面数 62[個] 
属性数 40[個] 
表において、外観はやや変わったが、面数を大幅(この例では約 1/10)に削減
でき、データ量を 50KB 以下にできたことを確認できる。 
なお、例えば、多孔板や網のような細かな形状を表現する場合は、テクスチ
ャ(物体の表面の質感や模様)を使用することも考えられる。IFC はテクスチャ
を扱うこともできる。ただし、仕様の決定の際に明確にする必要がある。 
 
(2)データ量の推定 
表 3.1 における各制気口のデータ量の差は、面の数や座標値の桁数、及び属
性の数や項目と値の文字数の差によるものと考えられる。そこで、データ量を
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目的変数、面数及び属性数を説明変数として重回帰分析を行い、これらの間の
関係を求めた。これを式 3.1 に示す。 
式 3.1 部材のデータ量、面数、属性数の関係 
データ量[KB]≒0.481＋0.386×面数[個]＋0.092×属性数[個] 
また、より実用的に暗算も可能となるよう、係数等の値を有効数字 1 桁に丸
めたものを式 3.2 に示す。 
式 3.2 部材のデータ量、面数、属性数の関係(実用) 
データ量[KB]≒0.5＋0.4×面数[個]＋0.1×属性数[個] 
式 3.1 及び 3.2 により、各制気口の推定データ量を求め、実際のデータ量と
比較した。これを表 3.3 に示す。 
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表 3.3 部材のデータ量の予測 
 
部材名 
 
データ量 
[KB] 
 
式 1 による 
データ量
[KB] 
 
式 1 による
誤差 
[%] 
 
式 2 による 
データ量 
[KB] 
 
式 2 による 
誤差 
[%] 
アネモ(角型) 23.7 25.6 +8 26.7 +13 
アネモ(丸型) 41.4 41.0 -1 42.7 +3 
パン(角型) 21.5 22.9 +6 23.9 +11 
パン(丸型) 34.0 34.9 +3 36.3 +7 
ブリーズライン 10.6 9.2 -13 9.7 -8 
カームライン 11.2 10.0 -11 10.5 -6 
ノズル 35.5 34.7 -2 36.1 +2 
パンカルーバ 49.9 47.2 -5 49.1 -2 
グリル(VH) 19.8 22.3 +13 23.3 +18 
グリル(多孔板) 26.5 28.1 +6 29.3 +11 
ガラリ 16.7 17.7 +6 18.5 +11 
ベントキャップ 37.1 35.1 -5 36.6 -1 
ウェザーカバー 11.5 10.3 -10 10.9 -5 
フード(角接続口) 12.7 12.1 -5 12.7 0 
フード(丸接続口) 21.1 22.9 +8 23.9 +13 
排煙口 10.7 9.2 -14 9.7 -9 
床吹出 37.4 37.9 +1 39.5 +6 
表において、式 3.1 の誤差は-13～+14%、式 3.2 では-9～+18 である。推定
時には誤差を考慮する必要があるが、式 3.1 及び式 3.2 により、データを作成
する前におおまかなデータ量を推定することが可能になる。トレードオフの関
係にあるデータ量と詳細度(面数)及び属性数を把握できれば、仕様の決定をス
ムースに進めることが期待できる。 
 
(3)他の機器部材への適用 
本章では対象を制気口としたが、作成手法は制気口のみに限定されるもので
はなく、空調機器全般に共通するものであるため、例えば、エアコンのような、
より大型の機器部材にも適用できる。 
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ただし、大型の機器部材を対象とする場合は、 
 形状がより複雑になるため平面による構成もより複雑になることが多いこ
と 
 表現すべき属性が多くなるため属性数が増えることが多いこと 
 接続点がダクトの他に配管や配線等も加わるため接続点数が増えること 
 IFC のクラスを適切なものとすること 
等を考慮する必要がある。 
例えば、エアコンの天井隠蔽カセット型室内機へ適用した例を図 3.16 に示す。
エアコンの IFC のクラスは、設備 IFC データ利用標準に定義される「空調機」
に該当するとして、IfcEnergyConversionDevice とした。 
データ量: 30.3[KB]、面数: 83[個] 
 
図 3.16 天井隠蔽カセット型室内機への適用例 
図において、パネルの吹出口や吸込口は表現されているが、内部は表現され
ていない。また、配管の接続部や属性も表現されていない。 
もし、接続部を円筒で表現すれば、円分割数が 16 であるため、接続部が 1
箇所増えれば、面数が 16 増える。冷媒管の往・返及び排水管の接続部を表現
すれば、増加するデータ量は式 3.2 から 16×3×0.4＝19.2KB と推定される。
また、属性を 50 個付加すれば、増加するデータ量は同じく 50×0.1＝5KB と
推定される。両者を合わせると、全データ量は 30.3＋19.2＋5＝54.5KB、即ち
50KB 程度と推定され、目標とするデータ量に収まっていることが想定される。 
同様に、室外機へ適用した例を図 3.17 に示す。 
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データ量: 114[KB]、面数: 319[個] データ量: 88[KB]、面数: 239[個] 
 
 
図 3.17 室外機への適用例 
図において、天井隠蔽カセット型室内機と同様に、吹出口や吸込口は表現さ
れているが、内部は極めて簡素にしか表現されていない。また、配管の接続部
や属性も表現されていない。室外機は室内機に比べて形状の複雑さが増すため、
データ量も増えることが分かる。 
室外機においては、狭い場所へ設置する際に、吹出空気と吸込空気の短絡が
問題とされ、気流計算用の 3 次元形状を持つ部材データが必要とされている。
メーカーによる部材データの早期の提供が期待できない現状では、有力な利用
方法となりうる。 
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3.7 まとめ 
本章では、メーカーによる 3 次元部材データの提供を促進するため、制気口
を対象として、3 次元部材データの作成手法の開発について述べた。 
具体的には、 
 部材データの仕様の決定において明確にすべき事項、即ちデータ形式、デ
ータ容量、形状の詳細度、形状の表現方法、属性項目をあげ、それぞれの
解釈を示した。 
 3 次元 CAD ソフトを使用せず、表計算ソフトを使用して部材データを簡便
に作成できることを示した。 
 C-CADEC が推奨するデータ量の範囲内でも施工用途での利用を想定した
部材データを作成しうることを示した。 
また、併せて、限られた条件のもとではあるが、面数と属性数からおおよそ
のデータ量を推定する手法や、機器部材へも応用できることを示した。 
BIM のさらなる普及には、メーカーによる 3 次元データの提供が不可欠であ
る。本章で示した成果を参考とすることにより、メーカーは 3 次元部材データ
の作成の負荷を減らしうる。その結果、メーカーによる部材データの提供が促
進されれば、BIM における重要な課題である部材データの不足が改善されるこ
とにつながる。ひいては、建築設備分野のみならず、建築分野全体において、
BIM の普及に寄与することが期待できる。 
また、本章で示した成果を参考とすることにより、異なるメーカーでも、一
律なルールに基づいた形状と属性を持つ部品を作成・提供できるようになれば、
BIM データに一貫性・普遍性が生まれ、建物の維持管理段階における活用にも
つながる。 
なお、本章は制気口を対象としたが、今後は、より多様な機器部材への適用
を進めていくことが必要であると考える。さらに、本章で示した成果は機器部
材に限定されるものではなく、例えば、建築部材のうち、工業製品であるサッ
シ等にも応用できる。 
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第 4 章 基本設計段階におけるコミュニケーションツール
としての簡易建築モデル作成手法の開発 
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4.1. はじめに 
BIM は建築工程における合意形成や干渉確認等を容易にする効果があると
され、普及が進みつつある。しかし、BIM がさらに普及するには解決すべき課
題が多くあるとされ、例えば、空調・衛生シミュレーションで利用する建築モ
デルの作成に関して、下記のような課題がある。 
 入力のためにより多くの費用や時間がかかる。 
 入力中に欠落、重複、誤認等が起こるため信頼性に欠ける。その結果、利
用する際にはデータの確認が必要になる。 
 設備に必要のない建築のデータ(例えば、植栽、什器、鉄骨のボルトナット
等)が過大に含まれる場合、読み込めないことがある。 
 設備に必要なデータが含まれない。あるいは含まれていても、意味や精度
が異なるためそのまま利用できない。 
 建築データの中の特殊な形状、複雑な形状は読めないことがある。 
これらの課題を改善する一つの方法として、入力における自動化、即ちソフ
トによる支援を進めることが考えられる。 
そもそも、空調・衛生設備分野にコンピュータが入ってきたのは、今から 50
年以上も前である。例えば、1964 年には、既にコンピュータ利用に関する報告
が見られる 1)。この報告には、既に冷暖房負荷計算(静的)への応用事例が述べ
られている。 
 
1) 山本和夫、小坂徹ほか: 電子計算機は建築設備設計にいかに用いられるか, (社)空気調和・
衛生工学会, 空気調和衛生工学,第 38 巻, 1964.5 
 
また、1973 年には、初のコンピュータ利用に関する特集が見られる 2)。 
2) 早川一也ほか: 空調計画への電算機応用(特集)、(社)空気調和・衛生工学会, 空気調和衛生
工学, 第 47 巻, 1973.7 
 
この報告には、表 4.1 に示すような空調・衛生設備におけるコンピュータの
応用分野の展望が述べられている。 
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表 4.1 空調・衛生設備における電算機応用分野 
応用分野 空調 衛生 
冷暖房負荷 〇 
 
ダクト計算 〇 
 
配管計画 〇 
 
給水計画 
 
〇 
排水計画 
 
〇 
配水網計算 
 
〇 
機器選定 〇 〇 
システムシミュレーション(比較) 〇 〇 
所要年間エネルギ 〇 
 
騒音計算 〇 
 
積算 〇 〇 
工程管理、設備管理、計量管理 〇 〇 
自動作図 〇 〇 
表において、シミュレーションが既に示され、応用が期待されていたことが
分かる。現在では、実際にシミュレーションソフトが実務で利用されるに至っ
ているが、必ずしも一般的となっていないものもある。その理由は、一つには、
データ入力の煩雑さのためである。 
空調・衛生シミュレーションには種々のものがあるが、BIM の利用に関して
特に期待されるものが空調熱負荷計算と気流計算(CFD)である。その理由は、
いずれも建築に関する入力項目が多いため、BIM が意匠側で構築され、それを
空調・衛生設備側で有効に利用できれば、データ入力作業を大幅に効率化でき
るほか、建築との整合性も保ち易く大きなメリットが生まれるためである。 
しかし、建築モデルが意匠側で作成されるとしても、例えば、設計段階での
空調熱負荷計算においては、建築モデルの作成が間に合わないこともある。ま
た、例えば、空調熱負荷計算で必要とされる建築部材の熱貫流率等が意匠側で
入力されることは期待できない。 
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これでは、建築モデルとシミュレーションソフトの連携を実現することは困
難である。その上で、建築モデルとシミュレーションソフトの連携を実現する
には、一つの方法として建築モデルを設備側で作成することが考えられる。 
意匠側で建築モデルが作成されるより早く、設備側で建築モデルを作成し、
さまざまな条件下でシミュレーションを行うことにより、意匠側で建築モデル
が固まってしまう前に、設備側から建築と設備の要点を確認・提案することが
でき、意匠側とのコミュニケーションをより円滑に進めることが期待できる。 
設備側で必要とされる建築モデルには、意匠側で必要とされるほどの部材種
類や寸法精度は必要とされないため、比較的容易に作成できると考えられる。
しかし、建築モデルを手動で作成するのは、直接にシミュレーションソフトに
情報を手動で入力するよりも明らかに手間がかかる。 
そこで筆者らは、空調・衛生設備におけるシミュレーションを想定し、シミ
ュレーションに必要な形状及び属性を持つ簡易建築モデル作成手法を開発した
3)。本章ではその結果を述べる。 
 
3) 三木秀樹, 向来信: 空調熱負荷計算などの用途に利用できる BIM の自動構築ソフトウェ
アの開発, (社)空気調和・衛生工学会 2011 年度大会 学術講演会 講演論文集, 2011.8 
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4.2 建築設備分野における既往の研究 
空調熱負荷計算における取り組みの例としては、1999 年に(社)IAI 日本 設
備・FM 分科会が、建築モデルと空調熱負荷計算の連携を試行した 4)。その概
要を図 4.1 に示す。 
 
図 4.1 建築モデルと空調熱負荷計算の連携 4) 
4) 今野一富ほか: 建物モデルと熱負荷計算の連携, (社)IAI 日本, 1999 
 
図において、建築モデルから情報が取得され、空調熱負荷計算で利用されて
いることが示されている。 
建築モデルと空調熱負荷計算を連携するソフトは、IFC で表現された建築モ
デルから建築部材の情報を取得・表示すると共に、空調熱負荷計算ソフトで必
要な情報に加工して、CSV 形式で出力している。本ソフトの入力／表示画面を
図 4.2 に示す。 
 
建築 
モデル 
情報 
取得 
熱負荷 
計算 
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図 4.2 建築モデルからの情報取得ソフト 4) 
図において、部屋、壁、窓(ガラス)の情報が示されている。部屋については
階、名称、面積、また、壁と窓については面積、方位及び室外に面するかどう
かの区分等の情報が取得されている。さらに、壁が室外に面しない場合、隣接
する部屋ごとに区分されて面積が取得されている。その理由は、隣接する部屋
が空調室か非空調室かを、計算に反映するためである。ここで、建築モデルは
手動で作成された。 
また、気流計算(CFD)における取り組みの例としては、現在、(社)空気調和・
衛生工学会の BIM・CFD パーツ化小委員会で試行されている 5)。概要を図 4.3
に示す。 
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図 4.3 建築モデルと気流計算(CFD)の連携 5) 
5) 河野良坪, 石崎陽児, 一ノ瀬雅之ほか: 建築環境 CAE ツールにおける BIM 連携化と
CFD パーツ化に関する研究, (社)空気調和・衛生工学会, 論文集 No.174, pp.15-21, 2010.9 
 
図において、BIM から建築部材と設備部材の情報が取得され、気流計算で利
用されることが示されている。建築部材の情報として、壁や床等の面積、方位、
熱特性等がある。ここでも、建築モデルは手動で作成された。 
以上のように、既往の研究では、建築モデルが作成されれば、建築モデルか
ら情報を取得し、シミュレーションソフトで利用できることが示されているが、
建築モデル自体は手動で作成されている。 
 
  
設備 CAD 
CFD 
BIM 
Parts DB 
制気口(名称、型
番、風量、位置) 
いち 
制気口(名称、型
番、風量、位置) 
 
制気口(名称、型
番、風量) 
 
制気口(風速分
布) 
 
Step1 
Step2 
Step3 
Step4 
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4.3 目的及び方針 
空調・衛生設備におけるシミュレーションを想定した場合、建築モデルは意
匠側で作成されたものを利用することが望まれるが、実際には難しい。代わり
に、設備側で作成することが考えられるが、手動で作成するのは効率的でない。 
そのため、本章では、空調・衛生設備におけるシミュレーションに必要な形
状及び属性を持つ簡易建築モデルの作成手法を開発することを目的とし、また、
下記を方針とした。 
 BIM の用途としては空調熱負荷計算を想定する。 
 建築要素として床、柱、梁、壁、開口、窓、天井、庇等の形状を作成する
ほか、壁と窓には属性として熱貫流率を設定する。 
 建築要素の寸法や、作成の要否等はパラメータとして与えることにより、
建築モデルの作成において高い自由度を確保する。 
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4.4 簡易建築モデルの作成手法に関する課題及び開発 
4.4.1 建築部材の形状表現 
建築部材の床、柱、梁、壁、開口、窓、天井、庇のクラスは表 2.2 による。 
このうち、壁・開口・窓については、図 4.4 のように関連付けを行う。 
 
図 4.4 要素の関連付け(壁と開口と窓) 
図において、壁と窓が開口を経由して関連付けられている。これにより、例
えば、壁を削除すれば、壁に付属する開口や窓を探して削除するような処理が
できる。 
仕様書をもとに、開口に係る最小限のクラスを抽出したもの(既出除く)を表
4.2 に示す。 
表 4.2 開口に係るクラス 
クラス (注: *=は抽象クラスなど、+は関連付け) 
IfcElement* = IfcWall 
IfcElement* = IfcWindow 
IfcOpeningElement 
IfcRelVoidsElement+ 
IfcRelFillsElement+ 
表において、少なくとも 2 種類のクラスのインスタンスを生成する必要があ
ることが分かる。 
柱や梁等の形状表現は、第 2 章及び第 3 章で用いたサーフェスモデルではな
く、実体により近いソリッドモデルによることが妥当と考えた。仕様書をもと
に、ソリッドモデルに係るクラスを抽出したもの(既出除く)を表 4.3 に示す。 
  
IfcRelVoidsElement 
(関連付け) 
IfcWall(壁) 
IfcOpeningElement 
(開口) IfcRelFillsElement 
(関連付け) 
IfcWindow(窓) 
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表 4.3 ソリッドモデルに係るクラス 
クラス (注: クラス /アトリビュート >参照クラス、*=は抽象クラスなど) 
IfcSolidModel* = IfcExtrudedAreaSolid 
IfcExtrudedAreaSolid / SweptArea > IfcProfileDef 
IfcExtrudedAreaSolid / Position > IfcAxis2Placement3D 
IfcExtrudedAreaSolid / ExtrudedDirection > IfcDirection 
IfcAxis2Placement3D / Location > IfcCartesianPoint 
IfcAxis2Placement3D / Axis > IfcDirection 
IfcAxis2Placement3D / RefDirection > IfcDirection 
表において、少なくとも 5 種類のクラスのインスタンスを生成する必要があ
ることが分かる。 
壁や窓は簡便のため単層とした。しかし、実際には、例えば、壁は構造材、
仕上げ材、断熱材等から成るため、複層とすることもできる。 
 
4.4.2 熱貫流率の表現 
建築モデルと熱負荷計算の連携を想定すると、熱貫流率の表現方法は、例え
ば第 3 章で示した「設備 IFC データ利用標準」のような関係者による合意に基
づくことが望ましいが、現在は合意がない。そのため、本章では、できるだけ
妥当な表現となるよう、次のように考えた。 
熱貫流率は壁等のプロパティセットとして表現するのが妥当であり、そのた
めに、名称、単位、注記等を決める必要がある。 
まず、名称は、壁等を単層としたため、全体としての熱貫流率を表現するも
のとして、空調・衛生設備業界で一般的に利用されている図書を参考として
「Overall Heat Transfer Coefficient」とした 6)。 
 
6) 紀谷文樹, 酒井寛二, 前島健, 伊藤卓治: 建築設備実用語辞典改定版, 井上書院, 2005.10 
 
また、熱貫流率の単位は W/(m2K)である。IFC では W、m2、K 等の単位は
IfcUnit として定義されているが、W/(m2K)の単位は定義されていない。単位
が定義されていない場合は、定義されている単位を用いて組立単位、即ち
IfcDerivedUnit として定義できる。仕様書をもとに、組立単位に係るクラスを
抽出したもの(既出除く)を表 4.4 に示す。 
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表 4.4 組立単位に係るクラス 
クラス (注: クラス /アトリビュート >参照クラス) 
IfcPropertySingleValue / Unit > IfcDerivedUnit 
IfcDerivedUnit / Elements > IfcDerivedUnitElement 
IfcDerivedUnitElement / Unit > IfcSIUnit 
表において、少なくとも 3 種類のクラスのインスタンスを生成する必要があ
ることが分かる。 
また、注記は「Watt per square meter Kelvin」とした。 
熱貫流率以外の熱特性、例えば、熱容量等を表現する場合も、同様である。 
 
4.4.3 建築モデル作成ソフトの開発 
方針に基づき、建築モデルを作成するソフトを、マイクロソフト社の表計算
ソフト Excel2010 上で実行できる VBA により開発した。入力画面を図 4.5.1、
4.5.2、4.5.3、に示す。入力項目が多いため、複数のシートを使用している。 
 
図 4.5.1 建築モデル作成ソフト(1) 
図において、建築部材の各部の寸法を設定できることが示されている。 
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図 4.5.2 建築モデル作成ソフト(2) 
図において、建築部材の作成及び寸法調整の要否を設定できることが示され
ている。 
 
図 4.5.3 建築モデル作成ソフト(3) 
図において、案件・敷地等の情報を設定できることが示されている。このう
ち、敷地の位置は緯度・経度によって設定できるため、地理情報システムとの
連携もできる。緯度・経度の最小単位は 100 万分の 1 秒、即ち、地球の円周を
約 4 万 km として、赤道上で約 0.03mm の精度を持つ。 
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図 4.5.1、4.5.2、4.5.3 において、自由度の高い建物モデルを作成するため、
入力すべき建物情報も多岐に渡ることが分かる。しかし、入力すべき情報には
デフォルト値を設定できるため、実際に入力が必要な情報は最小限度である。
もちろん、建物モデルを手動で入力することに比べれば、入力の手間ははるか
に少なくて済む。 
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4.5 開発結果及び確認 
(1) 形状の確認 
作成される BIM データは IFC 形式としているため、同形式に対応したソフ
トで表示・編集が可能である。作成した建物モデル(地上 2 階及び地下 1 階)の
3 次元形状を図 4.6 に示す。なお、表示には DDS IFC Viewer を利用した。 
 
図 4.6 作成した建築モデル 
図において、建築要素として床、柱、梁、壁、開口、窓、庇等が作成されて
いることを確認できる。なお、通り芯も作成されているが、DDS IFC Viewer
では表示されていない。 
また、柱、梁、床は図 4.7 のようにモデル化している。 
 
図 4.7 柱、梁、床のモデル化(断面図) 
床 
(上階) 
梁 
柱 床 
 図において、
属するものとしている。
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図において、外壁面には柱と梁がなく、壁、窓及び庇だけが示されているこ
とを確認できる。これにより、柱や梁の面積の読み替えを不要にできる。意匠
側で建築モデルが変更される都度、そのような読み替えを行うのは、さらに手
間がかかるため、大きな利点がある。 
 
(2) 複層の壁等の表現 
壁は構造材、仕上げ材、断熱材等から成るため、複層として扱いたい場合が
ある。例えば、代表的な熱負荷計算ソフトの一つである HASP 注 7)は、壁を複層
として扱い、各層の材番と厚さを設定できる。材番は各種の材料をコードで表
現したもので、材料名、熱伝導率、容積比熱、密度が決められている。 
 
注 7) 動的熱負荷計算プログラム HASP / ACLD /8501 
 
IFC は複層の壁等を表現することができる。仕様書をもとに、層に係るクラ
スを抽出したものを表 4.5 に示す。 
表 4.5 層に係るクラス 
クラス (注: クラス /アトリビュート >参照クラス) 
IfcMaterialLayerSet / MaterialLayers > IfcMaterialLayer 
IfcMaterialLayer / Material > IfcMaterial 
IfcMaterialLayer / LayerThickness > IfcPositiveLengthMeasure 
表において、少なくとも 2 種類のクラスのインスタンスを生成する必要があ
ることが分かる。 
全体を IfcMaterialLayerSet で、また、各層を IfcMaterialLayer で表現し、
例えば、材番を IfcMaterialLayer のアトリビュートの Material で、また、厚
さを同じく LayerThickness で表現することにより、複層の壁を表現できる。
これにより、例えば、HASP との連携が容易になる。 
 
(3) 気流計算(CFD)ソフトとの連携 
気流計算は、代表的な空調・衛生シミュレーションの一つである。実務では、
空調熱負荷計算は精度の違いこそあれ通常は実施されるが、気流計算は必ずし
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も実施されていない。しかし、機器の選定や配置を決める上で、また、環境を
評価する上で、気流計算を実施することが期待される。気流計算ソフトは近年、
性能の向上と価格の低下が著しいが、データ入力の手間が障害となって、実務
で広く利用されるまでには至っていない。建築モデルを簡易に作成できれば、
実務での利用が大きく進む可能性がある。 
そのため、空調熱負荷計算と気流計算の連携を想定し、BESTEST 注 7)のサン
プルデータとして提供される建物の形状を本ソフトで作成した後、気流計算ソ
フトで読込・表示を行った結果を図 4.15 に示す。 
 
注 7) BESTEST Case900 
 
 
図 4.15 気流計算(CFD)ソフト注 8)による表示 
注 8) (株)アドバンスドナレッジ研究所, FlowDesigner 
 
図において、作成した建築モデルが気流計算ソフトでも正しく表示されてい
ることを確認できる。これにより、計算の準備が簡略化され、計算の実施を早
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められる。さらに、建築モデルに第 3 章で述べた制気口の部材を配置して提供
できれば、より早く計算を実施できる。 
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4.7 まとめ 
本章では、空調・衛生設備におけるシミュレーションに必要な形状及び属性
を持つ簡易建築モデル作成手法の開発について述べた。 
具体的には、 
 BIM の用途としては空調熱負荷計算を想定した。 
 建築要素として床、柱、梁、壁、開口、窓、天井、庇等を作成したほか、
壁と窓には熱貫流率の属性を設定できることを示した。 
 建築要素の寸法や、作成の要否等はパラメータとして与えることにより、
建築モデルの作成において高い自由度を確保できることを示した。 
また、併せて、空調熱負荷計算に適した、例えば、柱や梁がない建築モデル
を作成できることや、作成した建築モデルを気流計算ソフトで利用できること
等を示した。 
これにより、意匠側から建築モデルを提供されない段階でも、設備側で建築
モデルを作成し、BIM に対応した空調・衛生シミュレーションソフトを用いて、
精度の良い検討を行うことができ、また、建築モデルの変更が頻繁に行われて
も、都度、設備側で建築モデルを作成し直せば良いため、変更に対応する手間
も最小限度にできる。 
また、設備側で作成した建築モデルとそれを用いたシミュレーションの結果
を意匠側に提供することにより、意匠側とのコミュニケーションをより円滑に
進めることが期待できる。 
また、BIM における開発を行う際には、まず元になる建築モデルが必要にな
る。しかし、セキュリティの面から、実案件の建築モデルを使用することが難
しくなっている。建築モデルを簡易に作成できれば、開発の進展にも寄与する。 
なお、本章は主要な建築部材を対象としたが、今後は、設備にとって重要な
シャフトや内壁への適用を進めていくことが必要であると考える。 
 
  
107 
 
 
 
 
第 5 章 空調・衛生配管の自動経路配置手法の開発 
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5.1 はじめに 
BIM は建築工程における合意形成や干渉確認等を容易にする効果があると
され、普及が進みつつある。しかし、BIM がさらに普及するには解決すべき課
題が多くあるとされ、例えば、設備モデルの作成に関して、下記のような課題
がある。 
 入力作業に、より多くの費用や時間がかかる。 
 入力作業には欠落、重複、誤認等が起こる。また、個人の技量の差によっ
て出来栄えに差が生じる。その結果、データを利用する際には確認が必要
になる。 
これらの課題を改善する一つの方法として、入力における自動化、即ちソフ
トによる支援を進めることが考えられる。 
第 4 章の表 4.1 には電算機応用分野として「自動作図」が示されている。こ
れは後年、CAD として実現したともいえる。特に空調・衛生設備 CAD におい
ては、例えば、ダクト・配管部材を移動させるとこれに接続する他の部材が自
動的に移動するような機能が 2000 年頃に実現されたことから、「自動製図」と
呼ぶこともできなくはない。しかし、「自動製図」を言葉通りに捉えれば、現在
の自動化の機能が十分と言えないことは明らかであり、更なる自動化を考える
必要がある。 
「自動製図」は図面を作成することを意味しているが、BIM を想定すれば、
まず BIM の自動作成があり、次に BIM からの図面の自動作成がある。本章で
は BIM の自動作成について述べるが、BIM からの図面の自動作成についても
触れておく。 
現在、BIM から図面を作成する取り組みが盛んに行われている。実際、その
ような機能を持つソフトもある。しかし、BIM から図面を作成する際には、多
くの情報を付加する必要がある。その理由は、BIM には図面で必要とされる情
報の全てが含まれるわけではないためである。例えば、代表的な図面である施
工図には作業指示の用途があり、部材の寄り寸法や注記の情報が必要であるが、
現在の BIM の主たる用途は干渉確認であるため、このような情報は一般的に
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は含まれない。そのため、BIM の用途として作業指示が想定され、必要とされ
る情報が定義され、これらが実際に含まれて初めて、BIM からの図面の自動作
成が可能になる。これを図 5.1 に示す。 
 
図 5.1 BIM と図面の情報の包含関係 
BIM の自動作成と、BIM からの図面の自動作成を区分することにより、BIM
の自動作成への取り組みが容易になる。その理由は、寸法や注記は形状や位置
の自由度が高く、一意に決めることが難しいためである。また、将来、自動化
施工が実現すれば、図面の重要性は現在よりも低下する可能性もある。3 次元
プリンタを想像すれば、容易に理解される。 
設備モデルの作成は、負荷計算、機器選定、機器配置、経路選定、経路配置
等からなる。このうち、負荷計算では空調熱負荷計算や流量計算がなされ、機
器選定では機器容量や台数が計算され、経路選定では経路寸法が計算される。
これらの計算方法は既に明確化されているため、自動化が可能である。しかし、
経路配置、即ち、例えば、ダクトや配管の位置の計算方法は未だ明確化されて
いない。そこで筆者らは、空調・衛生配管の自動経路配置手法の開発を行った
1)。本章ではその結果を述べる。 
 
1) 三木秀樹, 向来信: 空衛分野における自動経路探索の調査と試行, (社)空気調和・衛生工学
会 2014 年度大会 学術講演会講演論文集, 第 5 巻, pp.97-100, 2014.9 
 
  
図面に必要な情報 BIM に含まれる情報 
現状 将来(理想) 
図面に必要な情報 BIM に含まれる情報 
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5.2 既往の研究 
機械室における空調機器配置及び配管経路配置の自動化が報告されている
2)3)。 
 
2) 中村真ほか: 機械室設備の設計図・施工図自動作成に関する研究(その 1)－対話型進化的
計算による機器配置支援, (社)空気調和・衛生工学会, 学術講演会講演論文集, 2000.9 
3) 中村真ほか: 機械室設備の設計図・施工図自動作成に関する研究(その 2)－最適配管経路
決定アルゴリズム, (社)空気調和・衛生工学会, 学術講演会講演論文集, 2001.9 
 
本報告では、下記が示されている。 
 複数の機器及び配管が対象とされている。 
 遺伝的アルゴリズム(文中では進化的計算と表記)の採用により、計算時間
が実用的な範囲に納められている。 
 見栄えや保守管理の容易性が考慮されている。 
しかし、本報告は今から 10 年以上も前になされ、また、その後にハードや
ソフトが著しく進歩したにもかかわらず、未だ一般化していない。関係者への
聞き取りによれば、その理由は、計算条件の入力の煩雑さのためとされている。 
また、造船の分野でも、配管経路配置の自動化が報告されている 4)5)。 
 
4) 木村 元, 池平 怜史, 池崎 英介, 梶原 宏之: 多目的遺伝的アルゴリズムを用いた配管設
計, 計測自動制御学会 第 32 回知能システムシンポジウム, pp.187-192, 2005 
5) 安藤 悠人, 木村 元: エルボおよびベンドを考慮した配管設計アルゴリズム, 日本船舶海
洋工学会, 論文集, vol.15, pp.219-226, 2012 
 
本報告では、下記が示されている。 
 複数の配管が対象とされている。 
 空間の差分化により、配管同士及び配管と障害物との干渉確認が行われて
いる。 
 配管経路の評価において、正と負の評価により、意図される配管経路が誘
導されている。 
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しかし、本報告では、配管の分岐が考慮されていない。配管は一つの始点に
対して一つの終点を持つものとされている。木村への聞き取りによれば、その
理由は、分岐は経路配置においてではなく機器配置において検討されるべきと
されているためである。また、本報告では、空調・衛生設備業界では一般的な、
既製品の継手の使用は考慮されていない。同じくその理由は、造船業界では、
継手を加工することが一般的なためである。さらに、本報告では、建築で言え
ば躯体に相当する船殻の情報も利用されていない。同じくその理由は、造船業
界では、製造に関わる情報が漏洩すれば、同じものを容易に製造できてしまう
ため、情報の管理が建築業界に比べて厳しいためである。併せて、造船業界は
元請と下請の関係が固定化しているため、建設業界のように不特定な関係者で
もデータを共有できる BIM のような仕組みが必要とされないためである。 
以上のように、空調・衛生配管における自動経路配置手法は未だ改善の余地
がある。 
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5.3 目的及び方針 
建築設備における経路配置の自動化が実現すれば、設備モデルの作成が劇的
に早く正確にできると期待されるが、未だ実現されていない。そのため、本章
では、空調・衛生配管の自動経路配置手法を開発することを目的とし、下記を
方針とした。 
 木村の研究で示されている、空間の差分化による干渉確認の手法を利用す
ることにより、基礎的な自動経路配置手法を確認する。 
 配管の分岐を考慮する。 
 既製品の継手の使用を考慮する。 
 計算条件のうち、建物形状等を BIM の建築モデルから取得するものとし、
その連携方法を検討する。 
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5.4  自動経路配置手法に関する課題及び開発 
5.4.1  自動化の基礎 
(1) 空間の差分化による干渉確認 
経路配置の自動化を検討する上で、最も重要な技術の一つは、建築・設備部
材間及び設備部材相互間の干渉確認方法である。 
物体と物体の干渉確認方法としては、例えば、物体を構成する面同士の交差
を確認する方法がある。しかし、この方法は幾何計算を伴うため複雑であり、
面数が多くなると、計算時間が実用的な範囲に収まらなくなるおそれがある。
また、片方の物体が他方の物体に内包される場合には、面同士の交差が生じな
いため、干渉を判定できないという問題もある。 
これに対して、物体同士の干渉確認方法として、空間を小要素に細分化し、
各要素内に物体が存在するか否かにより干渉を判定する方法がある。各要素内
に物体が存在する場合は、物体を特定できるタグやラベルを要素に記録するこ
とにより、要素に二つ以上の物体が存在すれば干渉と判定でき、また、既に物
体が存在する要素は障害物として経路の候補から除外することもできる。この
方法は計算が比較的簡単である。 
空調・衛生設備において、空間を差分化する際の要素の寸法は、実用的な精
度を確保するには 100mm 程度まで細かくする必要がある。仮に空間の巾が
10m、奥行きが 10m、高さが 3m とすれば、要素数は 30 万になる。これは小
さくない値であるが、例えば、気流計算(CFD)の要素数と比較して特別に大き
いとはいえない 6)。また、現在はコンピュータネットワークをベースにクラウ
ド化が進んでおり、高性能なサーバーの資源を容易に利用できる環境が整いつ
つある。サーバーとしてスーパーコンピュータを想定すれば、現在、国内最高
水準の「京(けい)」は 1 秒に 1 京回の浮動小数点演算ができる性能注 1)を達成し
ており、これは一般的な PC の 1 万～10 万倍の性能とされる 7)。仮に 10 万倍
とすると、「京」における 1 秒の計算は、一般的な PC では 1 日(86400 秒)以上
の計算に相当する。そのため、一般的な PC を利用して、計算時間が数時間程
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度に収まることを確認できれば、高性能なサーバーの資源を利用した場合は、
計算時間が十分に実用的な水準になると考えられる。 
 
6) (株)環境シミュレーション社の「WindPerfectDX2012」の場合、空間要素数は最大 500
万。 
注 1) 1petaFlops = 1015Flops 
7) 富士通(株): 3 分で分かるスパコン, http://jp.fujitsu.com/about/tech/k/column/, 2014.11 
 
(2) 配管の分岐 
一つの始点に対して複数の終点がある場合は分岐が生じる。空調・衛生配管
では、分岐は極めて一般的であるため、自動化において、分岐を考慮すること
が必要である。 
分岐位置は事前に設定するのではなく、経路配置の中で自動的に計算される
ことが望ましい。 
また、分岐位置が決まれば、終点に流量を与えることにより、始点・分岐点・
終点の各区間の流量と長さが求まり、経路の管径の計算、即ち経路選定の自動
化にもつながる。 
 
(3) 既製品の継手の使用 
既製品の継手としては、分岐部分のためのチーズ(片分岐)及びクロス(両分岐)、
曲がり部分のためのエルボ、異径部分のためのレジューサ及びニップル等があ
る。 
例えばチーズであれば、3 方向の接続部の管径及び中心から各接続部までの
距離を定義しておけば、経路上の分岐部分の位置、方向、管径をもとに、配置
できる。また、外径と内径を定義しておけば、形状を作成できる。 
また、既製品の管についても、管径ごとに外径と内径を定義しておけば、形
状を作成できる。また、管径ごとに許容流量を定義しておけば、経路の流量か
ら管径を選定できる。 
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(4) BIM との連携 
経路探索を BIM と連携させることにより、計算条件の入力を簡便にできる。
特に実務での利用を想定すると、設計途中あるいは施工途中には建築モデルは
頻繁に変更されるため、計算条件の入力を簡便にできれば、入力の手間を大幅
に軽減できる。 
BIM では建築部材は通常、3 次元形状と属性を持つ。BIM から建築部材の 3
次元形状を抽出することにより、上記の干渉確認方法において、空間の小要素
に建築部材の存在の有無を設定できる。また、建築部材の属性を抽出し部材の
種類を判別することにより、例えば柱のように設備部材が貫通できないものと、
梁・壁・床のように貫通できるものとを判別できる。また、貫通できるものに
ついても、例えば、梁のように貫通できる位置が中央部に制限される場合があ
るが、3 次元形状と属性の両方を判別することにより、貫通の可否を判別でき
る。意匠側において、例えば、壁や窓の熱貫流率の入力は期待できないが、壁
や窓自体を区分する入力は期待できる。 
 
5.4.2 経路配置ソフトの開発 
(1) 2 次元空間 
一つの例として、図 5.1 のような東西方向及び南北方向に広がる 2 次元空間
を想定する。 
 
図 5.1 2 次元空間の例 
経路 1 
経路 2 
東 西 
北 
南 
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図において、空間は東西方向に 10、南北方向に 10 の小要素に分割され、北
西隅に始点(Start を略した S で表記)、南東隅に終点(End を略した E で表記)
が配置されている。 
図において、始点から終点に至る経路は無数に存在するが、長さが最も短い
経路は、始点から東方向に 9、南方向に 9 移動し、西方向と北方向には移動し
ない経路である。これはマンハッタン距離を与える経路として知られ、経路 1
及び経路 2 も該当する。 
始点から終点に至る経路の表現方法として、例えば、移動方向を列記する方
法が考えられる。東方向への移動を「E」、南方向への移動を「S」で表現する
と、図において、経路 1 は「EEEEEEEEESSSSSSSSS」のように、また、経
路 2 は「SSSEESSEESSEESSEEE」のように表現できる。即ち「E」「S」を
所定の数だけ組み合わせることにより、全ての経路を表現できる。 
「E」「S」を所定の数だけ組み合わせることにより、全ての経路を求めるフ
ローを図 5.2 に示す 8)。 
 
8) 小倉ほか: 人工知能システムの構成, 近代科学社, 2001.4 
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図 5.2 経路を求めるフロー 
経路の数は、式 5.1 で計算される。 
式 5.1 経路の数 
経路の数[個]＝m!／(n1!×n2!・・) 
m : 経路長さ 
ni : 方向別の経路長さ(i=1～) 
式において、要素の数が増えると、表 5.1 に示すように経路の数は急激に増
える。 
  
開始 
経路文字数の上限を決める 
経路文字列長さを決める 
文字数上限以下 
Yes 
終了 
例えば経路の東西
長さが 3、南北長さ
が 2 の場合、経路
数=5!/(3!*2!)=10
通り 
 
→EEESS 
→EESES 
→EESSE 
→ESEES 
→ESESE 
→ESSEE 
→SEEES 
→SEESE 
→SESEE 
→SSEEE 
経路配列(元)に空文字を入れる 
経路配列(元)から文字列を選ぶ 
経路文字を選ぶ 
“E”が 3、”S”が 2 
3＋2＝5 
(“”) 
“” 
“E”または”S” 
文字列に加えて経路配列(新)に入れる 
経路文字終了 
Yes 
(“E”,”S”) Yes 
No 
No 
No 
経路配列(新)を経路配列(元)とする 
文字列長さ上限 
経路配列(元)終了 
No 
Yes 
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表 5.1 経路の数 
方向数 経路長さ 
8 16 32 64 
2 70 12870 601080390 1.83262E+18 
3 5040 - - 9.17874E+84 
表において、各方向別の長さは等しいとしている。 
経路の数が著しく多数となる場合、高性能なサーバーを利用しても、処理が
困難になることも想定される。その場合は、経路の数を減らすため、要素寸法
をある程度大きくせざるを得ない。要素を大きくすると、要素内に二つ以上の
物体が存在しても、必ずしも干渉しない場合がありうる。したがって、大きな
要素で 1 次の干渉確認を行い、干渉が疑われる場合に、より小さな要素で 2 次
の干渉確認を行うことにより、精度と計算時間をバランスすることが考えられ
る。 
なお、経路の数が多数の場合、移動方向を列記する方法は、例えば、経路を
座標で表現する方法に比べて、データ量を少なくできる利点がある。 
 
(2) 3 次元空間 
上記(1)の方法は 3 次元空間にも拡張できる。空間の分割は東西・南北方向に
加え、上下方向にも行い、経路の表現には、例えば、「E」「S」等に加え、「U」
や「D」を用いればよい。この場合も、図 5.2 及び式 5.1 を利用できる。 
なお、実際の配管は、管内に流体が滞留することを防ぐため、原則として上
がる場合は上がる方向のみ、下がる場合は下がる方向のみに移動する。ただし、
これは、マンハッタン距離を与える経路内で曲がりの数を最小にする探索を行
えば、自動的に満足される。 
 
(3) 後戻り 
上記(1)の方法は後戻りにも拡張できる。実際の経路は、マンハッタン距離を
与える経路だけではない。例えば、梁巻きのように一部で後戻りをすることは
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多い。後戻りをする場合、経路の表現には、例えば東西方向であれば、「E」に
加え、「W」を用いればよい。この場合も、図 5.2 及び式 5.1 を利用できる。 
このとき、 
 例えば東西方向においては、逆方向である「E」と「W 」は連続しないこ
と 
 空間範囲を逸脱しないこと 
を制限する必要がある。 
 
5.4.3 経路の選択 
(1) 評価基準 
経路の候補が複数存在する場合は、それらを取捨選択するために評価基準が
必要になる。評価基準は注目する側面によって多くが考えられる。究極は、 
 高品質であること 
 低価格であること 
 短納期であること 
であるが、まずは、客観的な評価が容易で、また、実務的にも妥当なものとし
て、 
 障害物にぶつからないこと、または障害物を貫通する回数が少ないこと 
 長さが短いこと 
 曲がりの数が少ないこと 
等が考えられる。この他にも、例えば、 
 配管勾配が保持されること 
 作業空間が確保されること 
 見栄えが良いこと 
等も考えられる。評価基準を増やすことにより、より妥当な解に近づく。 
評価基準が複数の場合は、それぞれの評価基準に対する評価を求め、重み付
けを与えて総合的な評価値とすることが考えられる。 
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(2) 選択の方法 
例えば、評価基準として障害物にぶつからないことを採用すれば、経路に障
害物がある場合には、候補から除外する。また、評価基準として長さが短いこ
とや曲がりの数が少ないことを採用すれば、経路の長さや曲がりの数を求め、
限度を超えれば除外する。なお、図 5.1 のようにマンハッタン距離を与える経
路の場合で、かつ後戻りをしない場合には、長さは一定になるため、評価基準
とする必要がない。 
例えば、障害物と曲がりの数を評価基準として経路を選択する場合のフロー
を図 5.3 に示す。 
図 5.3 経路を選択するフロー 
開始 
曲がり数の上限を 0 とする 
経路上の障害点を検索する 
障害なし？ 
終了 
曲がり数の上限を 1 増やす 
経路を作成する 
曲がり数を計算する 
数＝上限？ 
Yes 
No 
経路を保存する 
No 
経路終了？ 
保存経路あり？ 
Yes 
Yes 
No 
No 
Yes 
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実際には、計算時間を短くするために、妥当でない経路を早めに除外する必
要がある。即ち全経路を求めた後に選択するのではなく、経路を求める途中で
順次選択することが望ましい。 
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5.5 開発結果及び確認 
(1) 2 次元空間 
上記の検討をもとに、経路を配置するソフトをマイクロソフト社の表計算ソ
フト Excel2010 上で実行できる VBA により開発した。なお、本開発の計算環
境は、CPU が Intel Core i5、560M、動作周波数が 2.67GHz 注 2)、メモリが 4GB、
オペレーションシステムが32ビット版のWindows7である。この計算環境は、
現在の水準において特に優れたものではない。 
 
注 2) 約 20gigaFlops = 20×109Flops、http://hwm2.spaaqs.ne.jp/skyline/cpu.htm 
 
2 次元空間の場合の自動経路配置例を図 5.4 に示す。 
 
図 5.4 自動経路配置ソフト(2 次元) 
図において、計算条件は、空間要素数を東西方向に 20 及び南北方向に 20、
障害物数を全要素数の 20%の 80 とした。障害物の位置は任意に入力が可能で
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あるが、簡便のため乱数を発生させて決定した。また、計算時間は約 3 秒であ
った。計算時間は十分に短いが、全ての場合について保証されるものではない。
その理由は、障害物の位置等により計算時間は変動するためである。例えば、
曲がり数が非常に多くなる場合や、そもそも経路が存在しない場合もありうる。 
また、図において、経路が障害物や経路自体と干渉することなく、また、最
も曲がり数が少なく作成されていることを確認できる。 
この例では、最小曲がり数の経路が 3 つ存在する。人の目でも瞬時にいくつ
かの経路を見つけられるが、最小曲がり数がいくつなのか、あるいは最小曲が
り数の経路がいくつあるのか等を瞬時に見極めることは困難である。また、空
間要素数がさらに増えた場合や 3 次元に拡張した場合には、人の目で見極める
ことはより困難になる。 
また、本ソフトは、長さと曲がり数にそれぞれ評価基準を与えて合計するこ
とにより経路の評価値を算出しているため、評価値により経路の優劣を比較で
きる。しかし、評価値を人の目で算出することは困難であり、実際に行われて
いない。評価値のような客観的な尺度を判断材料にできなければ、科学的なア
プローチはできない。経路配置において個人差が生じたり、経路配置の方法を
熟年者から若年者に明確に伝承できなかったりするのは、科学的なアプローチ
によらず、勘や経験によることに原因があると考えられる。人の能力を否定す
るものではないが、経路配置においても、科学的手法が用いられることが期待
される。 
 
(2) 3 次元空間 
3 次元に拡張した場合の自動経路配置例を図 5.5 に示す。 
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図 5.5 自動経路配置ソフト(3 次元) 
計算条件は、空間要素数を東西方向に 10、南北方向に 10 及び上下方向に 3、
即ち 10×10×3、障害物数を全要素数の 20%の 60 とした。計算時間は約 1 秒
であった。 
図において、3 次元であっても、同様の手法で計算ができることを確認でき
る。 
また、計算結果をより分かり易くするため、VRML 注 3)を併せて出力した。
表示例を図 5.6 に示す。なお、表示には Cortona3D Viewer 注 4)を利用した。 
 
注 3) Virtual Reality Modeling Language 
注 4) Parallel Graphics 社 
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図 5.6 自動経路配置例(3 次元)  
図において、障害物は濃い灰色の立方体で、また、経路は始点が青、終点が
黄色、途中が赤の球で示されている。VRML による 3 次元的な表示により、経
路を含む全体像がより直感的に理解される。 
 
(3) 後戻り 
後戻りをすると経路が長くなるため、まずは後戻りをしない条件で経路を探
し、経路が見つからない場合に後戻りをするのが妥当である。後戻り探索をす
る場合のフローを図 5.7 に示す。 
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図 5.7 後戻りをする場合のフロー 
後戻りに拡張した場合の自動経路配置例を図 5.8 に示す。 
 
図 5.8 自動経路配置例(後戻り) 
計算条件は、空間要素数を 10×10×3、障害物数を 10 とした。障害物は、
後戻りが不可避となるよう意図的に配置されている。計算時間は約 3 分であっ
た。最初に後戻りなしで、最小曲がり数 0 から最大曲がり数 19 までを計算す
るため、計算時間は増える。 
開始 
評価値を設定する 
マンハッタン経路外を探索する 
終了 
マンハッタン経路内を探索する 
評価値を緩和する 
評価値を満足？ 
Yes 
No 評価値を強化する 
No Yes 
Yes 
No 
戻りを許容して探索する 
評価値を満足？ 
評価値を満足？ 
評価値を強化する 
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図において、経路が終点付近で障害物を避けるために後戻りをしていること
を確認できる。 
 
(4) 配管の分岐 
一つの始点に対して複数の終点がある場合、例えば始点から個々の終点への
経路を求め、それらを重ねることにより、全体の経路を求めることが考えられ
る。 
分岐に拡張した場合の自動経路配置例を図 5.8 に示す。 
 
図 5.8 自動経路配置例(配管の分岐)  
計算条件は、空間要素数を 10×10×3、終点数を 3 とした。計算時間は約 30
秒であった。 
図において、経路が複数の終点をほぼ妥当に結んでいることを確認できる。 
この例では、各終点の重心を通るように経路を求めた。しかし、この例より
も経路長さが短い経路が存在する。この例では経路長さは 25 であるが、最短
の経路長さは 23 である。そのため、計算方法を改善する余地がある。 
分岐がある場合、全体の経路長さを短くするには、経路の重なりの度合いを
高くすることが考えられる。そのため、経路評価として、重なりの度合いを指
標とすることが考えられる。 
一つの指標として、例えば、式 5.2 が考えられる。 
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式 5.2 重なりの度合いの指標 
R[%]＝((A-B)／A)×100 
R : 重なりの度合いを示す指標 
A : 始点から個々の終点への経路の長さの合計 
B : 経路が重ならない部分の長さの合計 
R が大きいほど、重なりの度合いは高くなる。この例では、A は 16＋19＋20
＝55、B は 2＋3＋4＝9 であるため、R は 84%と評価できる。客観的な評価基
準ができれば、経路選択の基準として利用することができる。 
また、終点に流量を与え、経路が重ならない部分には、終点が持つ流量を設
定し、重なる部分にはそれぞれの終点が持つ流量を加算して設定することによ
り、各部の流量が設定でき、これらの流量から管径を計算できる。 
 
(5)既成品の継手の使用 
空調・衛生設備で用いられる管材には多くの種類があるが、本開発では JIS G 
3452 で規定される配管用炭素鋼鋼管とそのねじ込み継手を選択した。その理由
は、配管用炭素鋼鋼管とねじ込み継手は、空調設備の冷温水管や冷却水管、蒸
気管、油管、衛生設備の給水管や通気管、消火管等多くの用途で使用され、最
も一般的であると共に、配管用炭素鋼鋼管以外の硬質塩化ビニルライニング鋼
管やポリエチレン被覆鋼管なども原管として配管用炭素鋼鋼管を使用している
ためである。 
管については呼び径に対する外径・内径・許容流量を表 5.2 のように登録し
た。また、継手については、チーズ、クロス、エルボ、レジューサ及びニップ
ルの、呼び径に対する外径・内径・中心から接続面までの距離を表 5.3 のよう
に登録した。一方、いわゆる黒管・白管等と区別される表面処理は形状に無関
係であるため、登録していない。配管用炭素鋼鋼管とねじ込み継手以外の管や
継手についても、登録を増やすことにより対応できる。 
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表 5.2 管の登録 
 
表 5.3 継手の登録 
 
既成品の管・継手を使用した場合の自動経路配置例を図 5.9 に示す。 
 
図 5.9 自動経路配置例(既製品の管・継手の使用) 
計算条件は、空間要素数を 10×10×3、障害物数を 20、終点数を 2 とした。
計算時間は約 10 秒であった。 
図において、曲がり部分にはエルボ、分岐部分にはチーズ、異径部分にはニ
ップル及びレジューサ等が配置されていることを確認できる。管や継手はほぼ
実寸法で作成されているため、現実感がより高いことを確認できる。計算が完
了すると、管の呼び径や長さ、継手の種類等が確定するため、部材の集計がで
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きる。また、材料費や労務費を設定すれば、費用の集計もできる。部材が機械
的に作成されるため、ヒューマンエラーによる間違いが生じるおそれがない。 
別の自動経路配置例を図 5.10 に示す。 
 
図 5.10 自動経路配置例(既製品の管・継手の使用) 
計算条件は、空間要素数を 10×10×3、障害物数を 0、終点数を 9 とした。
計算時間は約 5 分であった。終点数が増えると計算時間は加速度的に増える。 
図において、分岐部分にはクロスも配置されていることを確認できる。また、
終点が分散する場合でも、妥当な経路が作成されていることを確認できる。こ
の例のような形態の終点の配置は空調設備におけるエアコンの冷媒配管やファ
ンコイルユニットの冷温水配管、消火設備におけるスプリンクラー配管等でし
ばしば生じる。 
また、本例の結果を IFC で出力したものを図 5.11 に示す。配管のクラスは
IfcFlowSegment、継手のクラスは IfcFlowFitting とした。形状は面で表現し、
属性は「設備 IFC データ利用標準」を付加した。なお、表示には Solibri Model 
Viewer 注 5)を用いた。 
 
注 5) Solibri 社, Solibri Model Viewer 9.0 
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図 5.11 自動経路配置例の IFC 出力 
図において、図 5.10 と同様の形状が表示されていることを確認できる。 
 
(6)BIM との連携 
BIM との連携を想定し、BIM から建築モデルを取得し、計算条件のうち、
空間要素と障害物を取得するソフトを同じくマイクロソフト社の表計算ソフト
Excel2010 上で実行できる VBA により開発した。 
入力画面を図 5.12 に示す。 
 
図 5.12 BIM 連携ソフト 
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図において、対象とする建築モデルの IFC ファイル、空間要素の寸法、また、
設備が外壁面に設置される場合を想定して、対象に含める周囲空間等を設定す
る。 
情報を取得する建築モデルを図 5.13 に示す。建築モデルの作成には第 4 章で
開発した建築モデルの簡易作成ソフトを利用した。 
 
図 5.13 建築モデル 
図において、対象とした建築モデルは小規模ではあるが、柱、梁、床、壁等
の基本的な建築部材を含んでいることが分かる。 
建築モデルに空間要素を設定した結果を図 5.14 に示す。 
 
図 5.14 空間要素の設定 
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図において、建築部材の形状が読み込まれ、空間要素が加えられていること
を確認できる。 
また、上下方向に切り出された空間要素を図 5.15 に示す。 
 
図 5.15 空間要素計算例 
図において、上下方向の 19番目の層の水平方向の空間要素が示されている。
建築モデル及び周囲空間が指定された寸法で空間要素に分割されると共に、建
築モデルから取得された建築部材のうち、柱は貫通できない障害物として、梁
は貫通できる障害物として要素に設定されていることを確認できる。 
図において示される躯体形状は、図 5.4 や図 5.5 に示される経路配置ソフト
の入力画面における躯体形状と同様である。そのため、上記の経路配置へ連携
できる。 
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水管より優先する。即ち、配管の優先度が自明であれば、優先度の順に経路配
置を行うことにより計算時間を抑制するという考え方にも、十分な妥当性があ
る。 
 
(2)機器配置への拡張 
空間を差分化し経路配置を求める方法は、機器配置にも応用できる。例えば、
天井面への制気口の配置において、天井内の梁、制気口に優先して配置された
照明器具、順次配置される制気口自体を障害物とし、干渉を避けることが考え
られる。また、機械室への空調・衛生機器の配置においても同様である。 
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5.7 まとめ 
建築設備における経路配置の自動化が実現すれば、設備モデルの作成が劇的
に早く正確にできると期待されるが、未だ実現されていない。そのため、本章
では、空調・衛生配管の自動経路配置手法の開発について述べた。 
具体的には、 
 空間の差分化による干渉確認の手法を建築設備に適用し、基礎的な自動経
路配置手法、即ち 2 次元空間、3 次元空間、後戻りを確認した。 
 配管の分岐への適用を示した。 
 既製品の継手の使用への適用を示した。 
 計算条件のうち、建物形状等を BIM の建築モデルから取得するものとし、
その連携方法を示した。 
また、本章において、経路配置及び経路選定の自動化が原理的に可能である
だけでなく、計算時間も妥当なことから、クラウドを利用すれば実用的にも可
能であることを示した。これにより、設備モデルの作成を劇的に省力化しうる
可能性を示した。 
将来は、負荷計算、機器選定、機器配置等の自動化と合わせ、設計における
一体的な自動化も考えられる。これにより、 
 意匠技術者が建築モデルを考えた段階で、設備モデルが自動的に作成され、
同時に積算や環境負荷計算等が行われることにより、建築モデルの妥当性
が客観的に評価されるようになること。 
 設備技術者は労働集約的な設備モデルの作成から、知識集約的な設備モデ
ルを作成するルールの作成に移行できること。 
等も期待される。 
将来的には国内市場が減少する一方で、国際市場はますます増加すると予測
される。しかし、労働集約的な事業形態のままでは、先進国に比べて人件費が
安価な新興国や中進国との競争には勝てない。設計における自動化と施工にお
ける自動化を合わせて進め、知識集約的な事業形態への移行を図ることが、国
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際的に強力な競争力を得る一つの方法である。これにより、日本の建設業がさ
らなる発展を遂げることが期待される。 
なお、本開発は経路長さや曲がり数等の比較的単純な評価基準を採用したが、
今後は、より多くの評価基準の適用を進めていくことが必要と考える。また、
実際の配管経路と計算による配管経路の比較も必要と考える。 
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第 6 章 総括 
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6.1 本論文の結論 
本論文は、建設業の生産性を向上させるためには新技術への取り組みが不可
欠であることから、2009 年頃から注目され始めた、BIM に着目した研究であ
る。建築物に関するあらゆる情報を一元化する仕組みの中で BIM が持つ可視
性は建築工程における合意形成や干渉確認等を容易にする効果があり、既に民
間のみならず国土交通省も実際のプロジェクトで試行される等、急速に普及が
進みつつある。また、併せて、BIM の普及と共に、BIM を構築するために必
要な、建築物の情報を定義する仕様である IFC の利用も進みつつある。 
今後、BIM への取り組みは一層拡大するものと見られているが、BIM への
取り組みは始まったばかりであるため、解決しなければならない多くの課題が
山積している。BIM における課題の放置は、BIM への取り組みに混乱を生じ、
本来、生産性の向上を期待される BIM において逆に無駄な作業が多発する可
能性が極めて高くなる。その結果、建設業界における生産性向上への大幅な立
ち遅れが懸念されることから、BIM の本格的な普及を前に、種々の課題に対す
る解決手法を構築することが急務である。 
本論文においては、建築設備のうち、電気設備を除く、空調・衛生設備にお
ける BIM の課題を調査すると共に、多くの課題の中から技術的に解決できる
課題について解決手法を明らかにした。特に重要度が高い BIM の構築に関す
る入力の自動化に対して注目し、モデルの定義方法及び定義方法に基づくモデ
ルの作成方法、さらにその自動化手法及び応用例について、IFC の利用を前提
とした提案等を行っている。 
以下、本研究で得られた成果を要約する。 
 
(1) 空調・衛生設備部材の IFC による表現の明確化 
BIM の機能を構築するために、建築物のモデルをオブジェクトレベルで定義
する仕様である IFC の利用が進みつつあり、各種のモデリングや解析ソフトに
おける IFC の実装も増えつつある。 
しかし、BIM と同様に IFC も発展途上段階にあり、実用化に向けて種々の
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開発が続いている状況である。例えば、建築設備分野における種々の要素の表
現手法は明確にされたとは言えず、開発の制約となっている。 
第 2 章ではこの様な現状を鑑み、IFC を用いて建築設備要素をモデルとして
表現する手法の明確化について述べた。 
具体的には、 
 対象とする建築設備要素を角ダクト直管、用途を干渉確認とし、必要な形
状及び属性を特定する手順を示した。 
 要素を IFC で表現するために、IFC の構造を調査すると共に、IFC データ
を作成するための、IFCsvr を使用したコードを示した。 
 属性を表現するために、プロパティセットを定義する考え方を示した。 
 実際に IFC データを作成し、モデルの形状と属性をビューワソフトで確認
した。 
また、併せて、作成した IFC データから情報を取得する手法、及び IFC デ
ータを作成する際に、その全体像を把握する手法も示した。 
本章で示した成果の一つであるプロパティセットを定義する考え方は、後に
設備 IFC データ利用標準へ引き継がれた。現在、設備 IFC データ利用標準は、
複数の設備 CAD により実装されている。 
建築要素と設備要素が一体的に機能するようなプロジェクトにおいては、建
築要素と設備要素の両方を扱うことができ、また、仕様が公開されているため
多くの関係者が利用しやすい IFC が用いられることが増えると考えられるた
め、本章で提示した設備要素の記述手法が参考になるものと考えられる。また、
本章では角ダクト直管を例としたが、それ以外のダクト部材や配管部材、機器
部材、さらには建築部材についても、角ダクト直管に対して検討した手順・方
法が応用できる。これにより、BIM が IFC で構築される場合において、デー
タ連携の開発がスムースになされることが期待される。 
なお、設備システムは建物の用途や規模で多様性を有するため、今後は、複
数の典型的なシステムについて今回と同様な検討を行って、汎用化を進めてい
くことが必要であると考える。 
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(2) 空調設備分野における 3 次元部材データ作成手法の開発 
BIM は建築工程における合意形成や干渉確認等を容易にする効果があると
され、普及が進みつつある。しかし、BIM がさらに普及するには解決すべき課
題が多くあるとされ、例えば、3 次元形状と属性を持つ、いわゆる 3 次元部材
データの作成に関して、下記のような課題がある。 
 BIM に何をどこまで作り込むかの基準がない。 
 部材の 3 次元形状と属性情報が十分に整備されていないため、これらの入
力作業から始める必要がある。 
建築設備分野においても、設備機器メーカーによるデータの提供が期待され
ているが、未だ特定現場等への部分的な対応にとどまっている。この原因には、 
 メーカーがデータの仕様、即ち形状の詳細度・属性項目・ファイル形式・
データ量等をユーザーから明確に提示されていないこと 
 メーカーは製造用の 3 次元部材データを持ってはいるが、機密保持上、そ
の提供には慎重であること 
 メーカーが製造用の 3 次元部材データを提供できたとしても、そのデータ
はビスやビス穴等も表現した精細なものであるためデータ量が数 MB にも
達して BIM での利用には難があること 
 BIM で利用しやすい、データ量が少ないデータを作成するには、メーカー
は製造用の 3 次元部材データを改変し、あるいは新たにデータを作成しな
ければならないため負荷が大きいこと 
 メーカーがユーザーに対するデータの提供の費用対効果、即ち負荷に見合
う顧客満足度や売上の向上を明確に予想できないこと 
等が挙げられる。 
また、これらが解決されたとしても、規模の小さいメーカーが規模の大きい
メーカーと同様にデータを提供できるかどうかや、設計業務で求められるよう
なメーカーを特定しないデータをメーカーが提供できるかどうかも不透明であ
る。 
143 
 
第 3 章ではこの様な現状を鑑み、メーカーによるデータの提供を促進するた
め、制気口を対象として、3 次元部材データ作成手法の開発について述べた。 
具体的には、 
 部材データの仕様の決定において明確にすべき事項、即ちデータ形式、デ
ータ容量、形状の詳細度、形状の表現方法、属性項目をあげ、それぞれの
解釈を示した。 
 3 次元 CAD ソフトを使用せず、表計算ソフトを使用して部材データを簡便
に作成できることを示した。 
 C-CADEC が推奨するデータ量の範囲内でも施工用途での利用を想定した
部材データを作成しうることを示した。 
また、併せて、限られた条件のもとではあるが、面数と属性数からおおよそ
のデータ量を推定する手法や、機器部材へも応用できることを示した。 
BIM のさらなる普及には、メーカーによる 3 次元データの提供が不可欠であ
る。本章で示した成果を参考とすることにより、メーカーは 3 次元部材データ
の作成の負荷を減らしうる。その結果、メーカーによる部材データの提供が促
進されれば、BIM における重要な課題である部材データの不足が改善されるこ
とにつながる。ひいては、建築設備分野のみならず、建築分野全体において、
BIM の普及に寄与することが期待できる。 
また、本章で示した成果を参考とすることにより、異なるメーカーでも、一
律なルールに基づいた形状と属性を持つ部品を作成・提供できるようになれば、
BIM データに一貫性・普遍性が生まれ、建物の維持管理段階における活用にも
つながる。 
なお、本章は制気口を対象としたが、今後は、より多様な機器部材への適用
を進めていくことが必要であると考える。さらに、本章で示した成果は機器部
材に限定されるものではなく、例えば、建築部材のうち、工業製品であるサッ
シ等にも応用できる。 
 
(3) 基本設計段階におけるコミュニケーションツールとしての簡易建築モデル
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作成手法の開発 
BIM は建築工程における合意形成や干渉確認等を容易にする効果があると
され、普及が進みつつある。しかし、BIM がさらに普及するには解決すべき課
題が多くあるとされ、例えば、空調・衛生シミュレーションで利用する建築モ
デルの作成に関して、下記のような課題がある。 
 入力のためにより多くの費用や時間がかかる。 
 入力中に欠落、重複、誤認等が起こるため信頼性に欠ける。その結果、利
用する際にはデータの確認が必要になる。 
 設備に必要のない建築のデータ(例えば、植栽、什器、鉄骨のボルトナット
等)が過大に含まれる場合、読み込めないことがある。 
 設備に必要なデータが含まれない。あるいは含まれていても、意味や精度
が異なるためそのまま利用できない。 
 建築データの中の特殊な形状、複雑な形状は読めないことがある。 
これらの課題を改善する一つの方法として、入力における自動化、即ちソフ
トによる支援を進めることが考えられる。 
空調・衛生シミュレーションには種々のものがあるが、BIM の利用に関して
特に期待されるものが空調熱負荷計算と気流計算(CFD)である。その理由は、
いずれも建築に関する入力項目が多いため、BIM が意匠側で構築され、それを
空調・衛生設備側で有効に利用できれば、データ入力作業を大幅に効率化でき
るほか、建築との整合性も保ち易く大きなメリットが生まれるためである。 
しかし、建築モデルが意匠側で作成されるとしても、例えば、設計段階での
空調熱負荷計算においては、建築モデルの作成が間に合わないこともある。ま
た、例えば、空調熱負荷計算で必要とされる建築部材の熱貫流率等が意匠側で
入力されることは期待できない。 
これでは、建築モデルとシミュレーションソフトの連携を実現することは困
難である。 
第 4 章ではこの様な現状を鑑み、第 2 章及び第 3 章の応用例として、空調・
衛生設備におけるシミュレーションを想定し、シミュレーションに必要な形状
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及び属性を持つ簡易建築モデル作成手法の開発について述べた。 
具体的には、 
 BIM の用途としては空調熱負荷計算を想定した。 
 建築要素として床、柱、梁、壁、開口、窓、天井、庇等を作成したほか、
壁と窓には熱貫流率の属性を設定できることを示した。 
 建築要素の寸法や、作成の要否等はパラメータとして与えることにより、
建築モデルの作成において高い自由度を確保できることを示した。 
また、併せて、空調熱負荷計算に適した、例えば、柱や梁がない建築モデル
を作成できることや、作成した建築モデルを気流計算ソフトで利用できること
等を示した。 
これにより、意匠側から建築モデルを提供されない段階でも、設備側で建築
モデルを作成し、BIM に対応した空調・衛生シミュレーションソフトを用いて、
精度の良い検討を行うことができ、また、建築モデルの変更が頻繁に行われて
も、都度、設備側で建築モデルを作成し直せば良いため、変更に対応する手間
も最小限度にできる。 
また、設備側で作成した建築モデルとそれを用いたシミュレーションの結果
を意匠側に提供することにより、意匠側とのコミュニケーションをより円滑に
進めることが期待できる。 
また、BIM における開発を行う際には、まず元になる建築モデルが必要にな
る。しかし、セキュリティの面から、実案件の建築モデルを使用することが難
しくなっている。建築モデルを簡易に作成できれば、開発の進展にも寄与する。 
なお、本章は主要な建築部材を対象としたが、今後は、設備にとって重要な
シャフトや内壁への適用を進めていくことが必要であると考える。 
 
(4) 空調・衛生配管の自動経路配置手法の開発 
BIM は建築工程における合意形成や干渉確認等を容易にする効果があると
され、普及が進みつつある。しかし、BIM がさらに普及するには解決すべき課
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題が多くあるとされ、例えば、設備モデルの作成に関して、下記のような課題
がある。 
 入力作業に、より多くの費用や時間がかかる。 
 入力作業には欠落、重複、誤認等が起こる。また、個人の技量の差によっ
て出来栄えに差が生じる。その結果、データを利用する際には確認が必要
になる。 
これらの課題を改善する一つの方法として、入力における自動化、即ちソフ
トによる支援を進めることが考えられる。 
設備モデルの作成は、負荷計算、機器選定、機器配置、経路選定、経路配置
等からなる。このうち、負荷計算では空調熱負荷計算や流量計算がなされ、機
器選定では機器容量や台数が計算され、経路選定では経路寸法が計算される。
これらの計算方法は既に明確化されているため、自動化が可能である。しかし、
経路配置、即ち、例えば、ダクトや配管の位置の計算方法は未だ明確化されて
いない。 
第 5 章ではこの様な現状を鑑み、同じく応用例として、設備モデルの作成を
劇的に省力化しうる空調・衛生配管の自動経路配置手法の開発について述べた。 
具体的には、 
 空間の差分化による干渉確認の手法を建築設備に適用し、基礎的な自動経
路配置手法、即ち 2 次元空間、3 次元空間、後戻りを確認した。 
 配管の分岐への適用を示した。 
 既製品の継手の使用への適用を示した。 
 計算条件のうち、建物形状等を BIM の建築モデルから取得するものとし、
その連携方法を示した。 
また、併せて、経路配置及び経路選定の自動化が原理的に可能であるだけで
なく、計算時間も妥当なことから、クラウドを利用すれば実用的にも可能であ
ることを示した。これにより、設備モデルの作成を劇的に省力化しうる可能性
を示した。 
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将来は、負荷計算、機器選定、機器配置等の自動化と合わせ、設計における
一体的な自動化も考えられる。これにより、 
 意匠技術者が建築モデルを考えた段階で、設備モデルが自動的に作成され、
同時に積算や環境負荷計算等が行われることにより、建築モデルの妥当性
が客観的に評価されるようになること 
 設備技術者は労働集約的な設備モデルの作成から、知識集約的な設備モデ
ルを作成するルールの作成に移行できること 
等も期待される。 
将来的には国内市場が減少する一方で、国際市場はますます増加すると予測
される。しかし、労働集約的な事業形態のままでは、先進国に比べて人件費が
安価な新興国や中進国との競争には勝てない。設計における自動化と施工にお
ける自動化を合わせて進め、知識集約的な事業形態への移行を図ることが、国
際的に強力な競争力を得る一つの方法である。これにより、日本の建設業がさ
らなる発展を遂げることが期待される。 
  
148 
 
6.2 今後の展望 
現在、BIM は主に施工段階における干渉確認に利用されているが、今後は機
械化施工や設計、維持管理でも利用されるようになると予想される。 
機械化施工においては、人と同程度に移動可能なロボットの実現には、まだ
しばらく時間を要するかもしれないが、BIM と連携した、工場でのロボットに
よる加工や墨出しの自動化は、今すぐでも実現できる。また、CIM で試行され
ている自律型重機の制御を応用できれば、BIM と連携したクレーンや作業車等
の制御も比較的早期に実現できると考えられる。 
設計においては、BIM における建築設備システムの表現を確立することによ
り、シミュレーションの適用範囲を一層拡大できる。原単位による計算方法に
も妥当性はあるが、精度の向上には限界があるためである。また、システムが
表現されることにより、機器配置や経路配置の自動化にもつながる。究極的に
は、人間が図面を仔細に描く必要がなくなることもあり得なくはない。 
維持管理においては、建物の運用状況が全て BIM に保管されるようになる
ことも考えられる。保管された運用状況を分析することにより、運用方法を改
善することができる。また、運用状況を設計にフィードバックすることにより、
設計手法の改善に生かすことができ、設計・施工・維持管理の PDCA サイクル
を回すことができる。 
この他にも、多方面で BIM が利用されるようになると考えられる。例えば、
施工管理においては、施工された実物が計画通りであるかどうかを確認する業
務がある。現在、これは目視で確認されているが、図 6.1 のように BIM とタブ
レット端末を用いた確認システムを考えることもできる。 
 
図 6.1 BIM とタブレット端末を用いた施工確認システム 
タブレット サーバー 
通信 
カメラ 
BIM 
センサー 
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図において、サーバーに BIM が置かれ、施工現場にタブレットが持ち込ま
れる。タブレットにおいて、施工済みの設備部材の映像がカメラにより取得さ
れ、またカメラの位置と方向の情報が地理センサーと角度センサーにより取得
され、両者がサーバーに送信される。サーバーにおいて、カメラの位置と方向
の情報から、カメラから見た BIM の 3 次元画像が生成されると同時に、撮影
された実物の映像との比較により両者の相違点が判別され、タブレットに送信
される。また、相違点の有無、及び確認が終了した範囲が BIM に記録される。
タブレットにおいて、実物の映像とサーバーで生成された画像、及び両者の相
違点が表示される。これにより、施工された実物が計画通りであるかどうかを
確認する業務が簡便かつ確実に行われる。なお、タブレットに代えて、ウエラ
ブル端末等も利用できる。この他にも、新しい技術を BIM と組み合わせるこ
とにより、いろいろなシステムが考えられる。 
以上のように、BIM を利用して設計、施工、維持管理の高度化が図られるこ
とにより、生産性及び建物の価格性能比が格段に向上する。これは、建物の所
有者、利用者及び生産者にとって大きな利点である。 
ただし、そのためには、何よりもまず BIM が早く正確に構築される必要が
ある。BIM を早く正確に構築するためには、入力における自動化が必要であり、
自動化のためには、部材の表現方法の明確化・標準化が必要である。BIM の構
築は、BIM の利用に比べて地味であるため注目されにくいが、BIM の構築が
なければ、BIM の利用は机上の空論である。そのため、BIM の利用について
と同じく、あるいはそれ以上に、BIM の構築について研究・開発及び教育が継
続されることが必要である。本研究がその一助となることを期待する。 
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